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１．長寿命化計画の目的 

１－１ 計画の背景と目的 

・平成 20 年度に、公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省住宅局住宅総合整備課）

が示され、地方公共団体が実施する公営住宅等に対する長寿命化の取組を強力に支援す

ることとされ、平成 26 年度以降は、公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業・建替事

業以外は助成対象としない、とする交付金の重点化が図られている。 

・西脇市では、平成 22 年度に策定した西脇市住生活基本計画の中で今後の西脇市市営

住宅の活用方針を定め、市営住宅の整備・管理を進めてきたところである。しかし、

市営住宅及びこれに付帯する共同施設ストックの適切な管理の推進のためには、市営住

宅の状況を把握し、その役割やあり方を考慮した上で修繕、改善、建替などの市営住宅

の活用手法を定め、長期的な維持管理を実現することが不可欠であることから、市営住

宅長寿命化計画を策定することとした。 

・本計画は、長寿命化に資する予防保全的な管理や改善を推進し、更新コストの削減と事

業量の平準化を図り、計画的かつ効果的な市営住宅の整備・管理を進めることを目的

としている。 

１－２ 計画の位置づけ 

・本計画は「西脇市住生活基本計画（平成 27 年３月見直し予定）」との整合を図り、さら

に前述の目的に則って、長寿命化を図るための計画へと見直すこととする。 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 計画期間 

・本計画の計画期間は、平成 27 年度から平成 36 年度の 10 年間と定める。 

・なお、計画内容は、５年毎に定期見直しを行うこととする。 

 

 

【上位計画・関連計画等】 

【計画期間】平成 27 年度～平成 36 年度の 10 年間 

 

兵庫県 

住生活基本計画 

（平成 24 年１月策定）

西脇市総合計画（平成 25 年３月 後期基本計画策定） 住生活基本計画 

（全国計画） 

（平成 23 年３月策定）

西脇市市営住宅 

長寿命化計画 

（本計画） 

・西脇市都市計画マスタープラン

・第２次西脇市地域福祉計画 

・その他関連計画 

連携 

西脇市住生活基本計画（平成 27 年３月 見直し予定） 
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２．市及び市営住宅等ストックの状況調査 

２－１ 本市の人口および住宅を取り巻く状況 

① 人口・世帯数の推移 

・本市の人口は平成７年をピークに減少傾向に転じており、平成 22 年には 42,802 人と

なっている。 

・人口推移を平成２年を基準とする増減率でみると、平成 22 年には 92.6％と 7％以上減

少している。 

・一方世帯数は平成２年から平成 22 年までの 20 年間で 2,000 世帯近く増加しており、

増減率も 15.2％もの大幅な増加となっている。 

H2 H7 H12 H17 H22

総人口
＊
（人） 46,220 46,339 45,718 43,953 42,802

人口増減率 100.0 100.3 98.9 95.1 92.6

世帯数 13,007 13,880 14,657 14,673 14,989

世帯増減率 100.0 106.7 112.7 112.8 115.2

資料：各年国勢調査

＊：H2～H12は、合併前の黒田庄町を合算した数値としている。  
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② 世帯人員別世帯数の推移 

・平成 7 年以降は１人世帯及び２人世帯の増加傾向が見られ、平成 22 年には１人世帯は

22.6％、２人世帯は 28.4％にも達している。 

・３人世帯はここ 20 年間ずっと 19％前後で推移している。 

・４人世帯以上は減少傾向にある。５人以上の世帯でみると、平成 2 年には 27.9％と最

も多かったが、平成 22 年には 14.4％にまで減少しており、大家族が減り、核家族化が

進んでいることが分かる。 

H2 H7 H12 H17 H22

総数 13,001 13,857 14,630 14,656 14,974

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1人 1,622 2,166 2,731 2,949 3,381

（％） 12.5 15.6 18.7 20.1 22.6

2人 2,583 3,176 3,663 3,968 4,248

（％） 19.9 22.9 25.0 27.1 28.4

3人 2,500 2,615 2,858 2,764 2,773

（％） 19.2 18.9 19.5 18.9 18.5

4人 2,663 2,528 2,452 2,474 2,418

（％） 20.5 18.2 16.8 16.9 16.1

5人以上 3,633 3,372 2,930 2,507 2,154

（％） 27.9 24.3 20.0 17.1 14.4

資料：各年国勢調査  
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③ 年齢３区分別人口の推移 

・平成２年には生産人口は約 67％、年少者人口は約 19％、高齢者人口は約 15％と高齢

者より年少者の割合が高く、さほど少子高齢化が進んでいない状態であった。 

・しかし平成 22 年でみると生産者人口約 59％、年少者人口 14％、高齢者人口約 27％と

少子高齢化が進んでいることがわかる。 

・兵庫県、全国と比較すると、平成２年の時点ですでに県、全国より高い高齢化率であ

り、その後県、全国よりやや急なカーブで高齢化率が高くなっている。 

H2 H7 H12 H17 H22

年少者人口（15歳未満） 8,553 7,723 7,224 6,567 5,977

構成比(％) 18.5 16.7 15.8 14.9 14.0

生産年齢人口（15～65歳未満） 30,906 30,520 29,073 26,865 25,061

構成比(％) 66.9 65.9 63.6 61.1 58.6

高齢者人口（65歳以上） 6,761 8,096 9,407 10,519 11,734

構成比(％) 14.6 17.5 20.6 23.9 27.4

資料：各年国勢調査  
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全国 兵庫県

西脇市

H2 H7 H12 H17 H22

全国 12.0 14.5 17.3 20.1 22.8

兵庫県 13.9 16.1 19.0 21.9 25.3

西脇市 14.6 17.5 20.6 23.9 27.4

資料：各年国勢調査
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④ 家族類型別にみた高齢者世帯の推移 

・本市の高齢者世帯の状況を家族類型別にみると、全体では平成２年から平成 22 年の

20 年間で、約 4,900 世帯から 7,600 世帯と 1.6 倍にも増加している。 

・家族類型別にみると「一人暮らし」世帯と「夫婦のみ」世帯が増加しており、特に「夫

婦のみ」世帯は 10％以上増加している。 

・家族の中に見守り者がいる「同居世帯」が最も多いとはいうものの、平成 2 年には全

体の約 75％もあったものが、平成 22 年には約 55％と 20％も減少しており、見守り者

がいない世帯が多くなっている。 

 

H2 H7 H12 H17 H22

高齢者世帯総数 4,875 5,629 6,412 7,086 7,638

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

同居等 3,638 3,930 4,073 4,182 4,206

（％） 74.6 69.8 63.5 59.0 55.1

夫婦のみ 732 1,028 1,377 1,727 2,000

（％） 15.0 18.3 21.5 24.4 26.2

一人暮らし 505 671 962 1,177 1,432

（％） 10.4 11.9 15.0 16.6 18.7

資料：各年国勢調査  
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⑤ 住宅数及び空家数の推移 

・本市の住宅数は、合併による増加も含め、平成 10 年から 20 年の 10 年間で約 34％増

と大幅に伸びており、平成 20 年には約 1.7 万戸に達している。 

・一方、空家率は平成 10 年には 9.1％と兵庫県及び全国の値より低かったが、平成 20

年には 17.1％にまで上昇し、県、全国より約 4％高くなっている。 

・これは本市の住宅数が 10 年間で 34％と大幅に伸びたにも関わらず、世帯数は約 15％

増にとどまっていることによるものと考えられる。 

H10 H15 H20

総住宅数 12,760 15,070 17,090

増減（指数） 100.0 118.1 133.9

空家数 1,160 2,640 2,920

空家率 9.1 17.5 17.1

総住宅数 2,214,300 2,380,400 2,520,700

増減（指数） 100.0 107.5 113.8

空家数 299,100 313,600 336,200

空家率 13.5 13.2 13.3

総住宅数 50,246,000 53,890,900 57,586,000

増減（指数） 100.0 107.3 114.6

空家数 5,764,100 6,593,300 7,567,900

空家率 11.5 12.2 13.1

資料：各年住宅・土地統計調査

西脇市
＊１

兵庫県

全国

＊１：平成15年までは旧西脇市（黒田庄町のデータなし）平成20年は

　　　合併後の数値。
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⑥ 所有関係別住宅比率：周辺市町、兵庫県との比較 

・本市の持ち家率は 74.8％と、兵庫県全域値（64.6％）より約 10％高いが、加東市を除

く周辺市町よりは低い状況である。 

・一方、民営借家は 13.7％で、兵庫県全域値より 10％低いが、周辺市町よりは概ね高い。 

・又、公的住宅は 7.6％で、兵庫県全域値よりやや低いが、周辺市町よりは概ね高い。 

・本市は、周辺地域の中では持ち家率がやや低く、その分民営借家率がやや高いが、周

辺市町に比べて都市化が進んでいる状況にあるといえるが、これは産業都市であるこ

とによるものと考えられる。 

 

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）

西脇市 11,093 74.8 1,121 7.6 2,036 13.7 477 3.2 106 0.7 14,833 100.0

加西市 12,373 83.5 624 4.2 1,314 8.9 398 2.7 114 0.8 14,823 100.0

加東市 9,251 66.8 712 5.1 3,203 23.1 616 4.5 67 0.5 13,849 100.0

小野市 12,697 78.8 974 6.0 1,978 12.3 356 2.2 115 0.7 16,120 100.0

篠山市 12,365 81.9 672 4.5 1,652 10.9 356 2.4 52 0.3 15,097 100.0

丹波市 18,350 83.7 1,078 4.9 1,929 8.8 369 1.7 202 0.9 21,928 100.0

多可町 5,806 88.6 497 7.6 180 2.8 40 0.6 31 0.5 6,554 100.0

兵庫県 1,434,439 64.6 192,046 8.7 518,000 23.3 57,194 2.6 18,825 0.9 2,220,504 100.0

資料：平成22年国勢調査
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２－２ 西脇市内の公営住宅等ストックの現況 

（１） 公共賃貸住宅の管理戸数 

・西脇市内の公共賃貸住宅の管理戸数は、平成 26 年 11 月１日現在、計 28 団地 1,384 戸

となっている。 

・公営住宅は 25 団地 1,144 戸で、そのうち市営住宅は 19 団地 805 戸となっている。 

■西脇市公共賃貸住宅ストックの状況（管理戸数ベース）平成26年11月1日現在

一般住宅
特別公共
賃貸住宅

19団地 1団地※１ 19団地

801戸 4戸 805戸

6団地 6団地 28団地

339戸 339戸 1384戸

3団地 3団地

240戸 240戸

市営住宅

県営住宅

その他

公営住宅

分類
雇用促進

住宅
小計 合計

※１：1団地としているが、一般住宅の黒田住宅

　　　と合わせて1団地であるため、団地数の計に

　　　は含まない。25団地　1144戸

－

－－

－－

 

 

（２） 市営住宅管理戸数の推移 

・西脇市においては、昭和 30 年代後半まで主に低層木造住宅の供給が続き、その後昭和

40 年代後半までは主に簡易耐火造の住宅が建設された。 

・昭和 50 年代以降、平成 14 年までは野村、大野（八日）、大野（西林寺）、黒田北、黒田

団地等の中層あるいは高層耐火造の住宅が新たに建設され、また下戸田団地と日野ヶ丘

団地の一部で建て替えが実施された。 

・現在は旭ヶ丘、坂本、津万井、田高及び日野ヶ丘団地は、用途廃止及び建替えを予定し

ているため募集停止としており、空家となった住宅は随時除却している。 

・現在の管理戸数は計 805 戸（特別公共賃貸住宅４戸含む）である。 
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（３） 公共賃貸住宅一覧 

■市営住宅一覧 (平成26年11月1日現在）

号棟
耐用
年数

経過年
構造 階数 棟数

入居
戸数

空き家
戸数

- 1956～1963 S31～S38 S61～H5 木造 1 83 98

- 1964 S39 H21 簡易耐火 1 6 20

- 1956 S31 H13 簡易耐火 2 3 24

2 坂本 - 1960 S35 H2 木造 1 5 6 4

3 向ヶ丘 - 1963 S38 H45 中層耐火 3 1 18 0

- 1965～1972 S40～S47 H22～H29 簡易耐火 1 20 86

- 1965～1974 S40～S49 H22 ～H31 簡易耐火 2 27 142

- 2006 Ｈ18 H88 中層耐火 3 1 30

- 2006 Ｈ18 H88 中層耐火 4 1 23

5 津万井 - 1966～1967 S41～S42 H8～H9 木造 1 12 10 2

6 田高 - 1966～1967 S41～S42 H8～H9 木造 1 13 11 2

1号棟 1973 Ｓ48 H55 中層耐火 3 1 12

2号棟 1973 Ｓ48 H55 中層耐火 3 1 18

8 高嶋 - 1978 Ｓ53 H35 簡易耐火 2 2 6 0

9 野村 - 1979 Ｓ54 H61 中層耐火 3 1 18 0

10 大野（大野） - 1980 Ｓ55 H37 簡易耐火 2 1 6 0

11 前坂南山 - 1981 S56 H38 簡易耐火 2 3 15 0

1号棟 1982 S57 H64 中層耐火 3 1 12

2号棟 1982 S57 H64 中層耐火 3 1 12

13 上野 - 1983 S58 H65 中層耐火 3 1 18 0

14 殿ヶ丘 - 1985 S60 H67 中層耐火 3 1 18 0

15 中畑 - 1989～1990 H1～H2 H31～H32 木造 2 5 10 0

A棟 1991 H3 H73 中層耐火 3 1 6

B棟 1991 H3 H73 中層耐火 3 1 6

C棟 1991 H3 H73 中層耐火 3 1 6

D棟 1992 H4 H74 中層耐火 3 1 6

E棟 1992 H4 H74 中層耐火 3 1 6

F棟 1993 H5 H75 中層耐火 3 1 6

G棟 1993 H5 H75 中層耐火 3 1 6

H棟 1993 H5 H75 中層耐火 3 1 6

A棟 1995 H7 H77 中層耐火 5 1 37 3

B棟 1999 H11 H81 高層耐火 6 1 36 4

18 黒田北 - 1999 H11 H81 中層耐火 4 1 20 0

19 黒田（特公賃除く） - 2002 H14 H84 高層耐火 6 1 32 0

一般住宅小計 - - - - 202 658 143

黒田（特公賃）※ - 2002 H14 H84 高層耐火 6 (1) 1 3

- - - - (1) 1 3

- - - - 202 659 146

※：黒田（特公賃）は、一般住宅の黒田住宅の一部であるため、棟数は一般住宅に含む。

18

18

10

48

特公賃

04816

下戸田

特公賃小計 -

40

32

4

17

団　地　名 竣工年

一般住宅

管理
戸数

1 旭ヶ丘 115 27142

総　　計 -

12

801

4

18

40

15

20

30

13

6

6

805

大野（西林寺）

大野（八日） 24

10

18

100128228

53 53 0

29 1

24 0

日野ヶ丘

4

7

12

上戸田

日野ヶ丘Ａ棟

 

※旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津万井、田高の５団地は現在募集停止としている。 
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■その他公共賃貸住宅一覧 (平成26年4月1日現在）

竣工年 構造 階数
管理
戸数

1 鹿野テラス S54 簡易耐火 2 54

2 西脇鹿野住宅 H14 木造順耐 3 33

3 西脇旭ヶ丘住宅 S36頃 木造 1 24

4 日野ヶ丘住宅 H17、H20 高層耐火 6 84

S48 中層耐火 4 24

S49 中層耐火 5 20

西脇谷町住宅 H18 中層耐火 5 59

6 春日台住宅 H23 低層耐火 3 41

一般住宅小計 - - - 339

1 野村宿舎 S39 低層耐火 2 40

2 小坂宿舎 S46 中層耐火 5 120

3 堀宿舎 S63 中層耐火 5 80

- - - 240

- - - 579

団　地　名

県営住宅

雇用促進住宅

雇用促進住宅小計

総　　計

5
西脇谷町鉄筋

 

※県営住宅のうち鹿野テラス、西脇旭ヶ丘住宅、及び雇用促進住宅の小坂宿舎は現在募集停止としている。 
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■西脇市公営住宅位置図 
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２－３ 市営住宅の現況 

（１） 団地特性 

・敷地規模が 3,000 ㎡以上の大規模な団地は、6 団地（旭ヶ丘、日野ヶ丘、大野（八日）、

大野（西林寺）、下戸田、黒田）ある。また戸数規模が 100 戸以上という大規模団地は 2

団地（旭ヶ丘、日野ヶ丘（Ａ棟除く））である。 

・町営住宅 19 団地のうち市街化区域に建設されているのは 5 団地（向ヶ丘、上戸田、野村、

殿ヶ丘、下戸田）である。残り 14 団地のうち 8 団地は市街化調整区域に、6 団地は都市

計画区域外に建設されている。 

 

■市営住宅　団地別概況 (平成26年11月1日現在）

1 旭ヶ丘 S31～S38 92 142 30,830 整形 あり 200% 調整区域 借地

2 坂本 S35 5 10 1,932 不整形 なし 200% 調整区域 借地

3 向ヶ丘 S38 1 18 1,703 不整形 なし 200% 第1種住居 借地

日野ヶ丘 S40～S49 47 228 43,159 整形 あり

日野ヶ丘Ａ棟 H18 2 53 4,587 整形 あり

5 津万井 S41～S42 12 12 1,813 整形 あり - 都市計画区域外 市有地

6 田高 S41～S42 13 13 1,589 不整形 なし - 都市計画区域外 市有地

7 上戸田 S48 2 30 2,024 不整形 なし 200% 第1種住居地域 借地

8 高嶋 S53 2 6 808 不整形 なし 200% 調整区域 市有地

9 野村 S54 1 18 2,332 不整形 なし 200% 第1種中高層 市有地

10 大野（大野） S55 1 6 1,151 不整形 なし 200% 調整区域 市有地

11 前坂南山 S56 3 15 825 不整形 なし - 都市計画区域外 市有地

12 大野（八日） S57 2 24 3,260 不整形 なし 200% 調整区域 借地

13 上野 S58 1 18 2,879 整形 あり 200% 調整区域 市有地

14 殿ヶ丘 S60 1 18 1,798 不整形 あり 200% 第2種住居 市有地

15 中畑 H1～H2 5 10 2,033 整形 あり - 都市計画区域外 市有地

16 大野（西林寺） H3～H5 8 48 5,181 整形 なし 200% 調整区域 市有地

下戸田（Ａ棟） H7 1 40

下戸田（B棟） H11 1 40

18 黒田北 H11 1 20 2,917 整形 なし - 都市計画区域外 市有地

19 黒田※ H14 1 36 4,782 整形 なし - 都市計画区域外 市有地

202 805 122,171 - - - -

※：黒田団地の管理戸数は特公賃4戸を含む戸数。

敷地状況

一部借地

借地

計

団　地　名 竣工年
棟数
（棟）

管理
戸数
（戸）

4

17 6,568 整形 なし

指定
容積率

都市計画
用途地域

敷地
面積
（㎡）

敷地
形状

敷地
高低差

調整区域

第2種中高層

200%

200%
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■管理棟数（建築年代別・構造別）

EV設置

S40年度以前 88 15 0 1 1 0 0 0 104 51.5%

S41～45年度 25 23 0 0 0 0 0 0 48 23.8%

S46～50年度 0 18 0 2 2 0 0 0 20 9.9%

S51～55年度 0 3 0 1 1 0 0 0 4 2.0%

S56～60年度 0 3 0 4 4 0 0 0 7 3.5%

S61～H2年度 5 0 0 0 0 0 0 0 5 2.5%

H3～7年度 0 0 0 9 8 1 1 0 9 4.5%

H8～12年度 0 0 0 1 0 1 1 1 2 1.0%

H13年度以降 0 0 0 2 0 2 2 1 3 1.5%

総数 118 62 0 20 16 4 4 2 202 100.0%

構成比％ 58.4% 30.7% 0.0% 9.9% 7.9% 2.0% 2.0% 1.0% 100.0%

総数
構成比

％総数
階段
室型

廊下型

高層
耐火造

　
　　　　　　構造
　
　年度

低層
木造

低層準
耐火造
簡易
耐火

低層
耐火造

中層耐火造

（２） 築年・構造・管理戸数等 

・構造別に管理戸数を見ると、簡易耐火造の住宅が 299 戸（37％）と最も多く、次に中層

耐火造の住宅が 287 戸（36％）と多い。一方、管理棟数では低層木造住宅が 118 棟（約

58％）、次に低層準耐火造が 62 棟（約 31％）と多い。 

・建築年代別に管理戸数及び棟数を見ると、昭和 55 年以前に建設された住宅が低層木造、

簡易耐火、中層耐火造合わせて 483 戸（60％）、176 棟（87%）に上り、昭和 56 年の新

耐震基準以前のストックが非常に多い状況である。 

・構造別に見ると、低層木造住宅及び簡易耐火造住宅は、ほぼ全てのストックが昭和 55 年

以前に建設された住宅である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■管理戸数（建築年代別・構造別）

EV設置

S40年度以前 108 74 0 18 18 0 0 0 200 25.0%

S41～45年度 25 104 0 0 0 0 0 0 129 16.1%

S46～50年度 0 94 0 30 30 0 0 0 124 15.5%

S51～55年度 0 12 0 18 18 0 0 0 30 3.7%

S56～60年度 0 15 0 60 60 0 0 0 75 9.4%

S61～H2年度 10 0 0 0 0 0 0 0 10 1.2%

H3～7年度 0 0 0 88 48 40 40 0 88 11.0%

H8～12年度 0 0 0 20 0 20 20 40 60 7.5%

H13年度以降 0 0 0 53 0 53 53 32 85 10.6%

総数※ 143 299 0 287 174 113 113 72 801 100.0%

構成比％ 17.9% 37.3% 0.0% 35.8% 21.7% 14.1% 14.1% 9.0% 100.0%

※：本集計には特公賃（4戸）は含んでいないため、総数は801戸となっている。

高層
耐火造

構成比
％

総数
廊下型

　
　　　　　　構造
　
　年度

低層
木造

低層準
耐火造
簡易
耐火

低層
耐火造

中層耐火造

総数
階段
室型

483 戸（60％）

176 棟（87％）
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（３） 居住水準（住戸規模） 

・住戸規模・構造別に管理戸数及び棟数を見ると、三人世帯の最低居住面積水準（40 ㎡）

未満の住戸が 367 戸で 46％を占めている。 

・建築年代別に住戸規模を見ると、40 ㎡未満の住戸は全て昭和 50 年までに供給された住

宅である。 

・一方、四人世帯の最低居住面積水準（50 ㎡）以上の比較的大きい住宅は、336 戸（42％）

あるが、このうち 30 戸は昭和 56 年の新耐震基準以前に建設された住宅である。 

 

■管理戸数（住戸規模別・構造別）

EV設置

30㎡未満 51 0 0 0 0 0 0 0 51 6.4%

30～40㎡ 82 216 0 18 18 0 0 0 316 39.5%

40～50㎡ 0 56 0 42 30 12 12 0 98 12.2%

50～60㎡ 0 27 0 108 64 44 44 22 157 19.6%

60～70㎡ 10 0 0 115 62 53 53 42 167 20.8%

70㎡以上 0 0 4 0 4 4 8 12 1.5%

総数 143 299 0 287 174 113 113 72 801 100.0%

構成比％ 17.9% 37.3% 0.0% 35.8% 21.7% 14.1% 14.1% 9.0% 100.0%

総数
構成比

％総数
階段
室型

廊下型

高層
耐火造

　
　　　　　　構造
　
　規模

低層
木造

低層準
耐火造
簡易
耐火

低層
耐火造

中層耐火造

 
 

■管理戸数（住戸規模別・建築年代別）

　　　　年度

　規模

S40年
度以前

S41～
45年度

S46～
50年度

S51～
55年度

S56～
60年度

S61～
H2年度

H3～7
年度

H8～12
年度

H13年
度以降

総数
構成比

％

30㎡未満 51 0 0 0 0 0 0 0 0 51 6.4%

30～40㎡ 125 129 62 0 0 0 0 0 0 316 39.5%

40～50㎡ 24 0 62 0 0 0 0 0 12 98 12.2%

50～60㎡ 0 0 0 30 39 0 32 14 42 157 19.6%

60～70㎡ 0 0 0 0 36 10 56 42 23 167 20.8%

70㎡以上 0 0 0 0 0 0 0 4 8 12 1.5%

総数 200 129 124 30 75 10 88 60 85 801 100.0%

構成比％ 25.0% 16.1% 15.5% 3.7% 9.4% 1.2% 11.0% 7.5% 10.6% 100.0%  

 

 

 

《参考：最低居住面積水準（住生活基本計画（全国計画）世帯人数別の面積（例）》 

 

最低居住面積水準の定義 

世帯人数別の面積（例） 単位（㎡） 

単身 2 人 3 人 4 人 5 人 

世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活の基

礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準
25 30 40 50 57 

30 戸（4％） 336 戸（42％）

367 戸（46％）
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（４） 居住水準（住宅設備） 

・住宅設備の整備状況（建設時の仕様に基づく状況）について見ると、①浴室なし住戸が

123 戸（15.4％）、②３箇所給湯なし住戸が 568 戸（71％）、③高齢者対応仕様未整備住

戸が 696 戸（87％）、④専用面積 40 ㎡未満住戸が 367 戸（46％）となっている。 

・ただし、①浴室なし住戸についてはすべて低層木造住宅であり、入居者が入居後に個別

に設置している場合が多い。また、②３箇所給湯なし住戸についても、入居者が個別に

設置している場合が多い。 

・表中の①～④の全てが水準以上の住戸数は 105 戸（13％）で、これらは日野ヶ丘Ａ棟で

あり、残りの団地は①～④のいずれかの水準を満たしていない。ただし、①と②につい

ては上で述べたとおり、現況ほとんどの住戸で設置はされているが、築年の古い木造住

宅や簡易耐火造の住宅では老朽化や陳腐化が進んでいるものと見られる。 

・また中層住宅のうち、174 戸（61％）はエレベーターが設置されていない。 

 

■設備等の整備状況

戸数

総管理
戸数に
対する

割合※３

801 100.0%

123 15.4%

568 70.9%

未整備 696 86.9%

H10年公営住宅等整備基準を満たしているもの 105 13.1%

H11年公営住宅等整備基準に順じているもの 0 0.0%

段差解消＋手すりのみ整備 0 0.0%

367 45.8%

105 13.1%

287 100.0%

174 60.6%

0 0.0%

0 0.0%

※１：浴室の設備、設置スペース共ににないもの

※２：段差の解消、廊下の幅が確保されているなど、高齢者に配慮した仕様の住宅の戸数。

※３：中層に関する「総管理戸数に対する割合」は、「中層住棟全体の戸数に対する割合」を示す。

中層（3～5階）EVなし住戸

中層共用階段の手すりなし住戸

中層バルコニーなし住戸

項目

中層（3～5階）住宅戸数

総管理戸数　

③高齢者対応仕様

   整備住戸※２

①浴室なし住戸
※１

②３箇所（台所・洗面所・浴室）給湯なし住戸

④専用面積40㎡未満住戸

①～④のすべてが水準以上のもの
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２－４ 建設時期と法定耐用年限 

・前坂南山を除く簡易耐火造及び木造の住宅は全て、本計画

期間終了時点の平成 37年 3 月までに耐用年限を超過する。

また前坂南山と向ヶ丘も、本計画期間終了後の次期計画期

間中（平成 37～46 年）に耐用年限を迎える。 

・また、中層耐火造のうち向ヶ丘団地は法定耐用年限の２分

の１を経過しており、平成45年には耐用年限を超過する。 

 

 

 

 

 

 

 

■団地別の建設時期と法定耐用年限 H27.4  H36.3

－ 低層木造 98 建設（1956～63）

－ 簡耐１階 20 建設（1956）

－ 簡耐２階 24 建設（1964）

坂本 － 低層木造 10 建設（1960）

向ヶ丘 － 中層耐火 18 建設（1963） 1/2経過（1998）

－ 簡耐１階 86 建設（1965～72）

－ 簡耐２階 142 建設（1965～74）

－ 中層耐火 30 建設（2006）

－ 中層耐火 23 建設（2006）

津万井 － 低層木造 12 建設（1966～67）

田高 － 低層木造 13 建設（1966～67）

1 中層耐火 12 建設（1973） 1/2経過（2008）

2 中層耐火 18 建設（1973） 1/2経過（2008）

高嶋 － 簡耐２階 6 建設（1978）

野村 － 中層耐火 18 建設（1979） 1/2経過（2014）

大野（大野） － 簡耐２階 6 建設（1980）

前坂南山 － 簡耐２階 15 建設（1981）

1 中層耐火 12 建設（1982） 1/2経過（2017）

2 中層耐火 12 建設（1982） 1/2経過（2017）

上野 － 中層耐火 18 建設（1983） 1/2経過（2018）

殿ヶ丘 － 中層耐火 18 建設（1985） 1/2経過（2020）

中畑 － 低層木造 10 建設（1989～90）

A・B・C 中層耐火 18 建設（1991）  1/2経過（2026）

D・E 中層耐火 12 建設（1992） 1/2経過（2027）

F・G・H 中層耐火 18 建設（1993） 1/2経過（2028）

Ａ棟 中層耐火 40 建設（1995） 1/2経過（2030）

Ｂ棟 高層耐火 40 建設（1999） 1/2経過（2034）

黒田北 － 中層耐火 20 建設（1999） 1/2経過（2034）

高層耐火 32 建設（2002） 1/2経過（2037）

801

高層耐火 4 建設（2002） 1/2経過（2037）

4

805

※法定耐用年限の１／２を経過した団地は建替等の検討をすることができる。

　凡　例 建設年度 耐用年限の１／２ 法定耐用年限

特公賃住宅

総　　計

一般住宅小計

特公賃住宅小計

黒田（特公賃）

2030

H32S55 H22 H42H12H2

1980 1990

S35 S45管理
戸数 1950

S25

1960

大野（八日）

下戸田

1970 2020

黒田（特公賃除く）

2000 2010

大野（西林寺）

団地名 構造号棟

一般住宅

旭ヶ丘

日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

上戸田

計画期間

【構造別の耐用年限】 

・木造 

・簡耐１階建て 

・簡耐２階建て ：45 年 

・耐火造    ：70 年 

：30 年
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２－５ 現地調査から見た市営住宅の現況 

・平成 27 年２月に現地調査を行い、市営住宅ストックの現況を把握した。 

・調査の結果、本市市営住宅は、構造・工法や築年により建物の老朽化の状況に差が見

られることが明らかとなった。このため、構造・工法及び築年を考慮して下記のタイ

プに分類し、現況のまとめを行った。 

・耐火造の住宅は、法定耐用年限（70 年）を基準に、計画期間終了時点で築後年数が耐

用年限の１／２（35 年）を超えるものを築古、１／２以内（35 年以内）のものを築浅

と分類した。 

 

■工法・築年別まとめ

西暦 和暦
築後
年数

耐用年限

超過※1

日野ヶ丘Ａ棟 2006 H18 19年 ◯ 3・4 2 53 4,587

黒田※2 2002 H14 23年 ◯ 6 1 32 4,782

黒田北 1999 H11 26年 ◯ 4 1 20 2,917

下戸田（Ａ・Ｂ棟） 1994・1997 H7・H11 30～26年 ◯ 5・6 2 80 6,568

大野（西林寺） 1991～1993 H3～H5 34～32年 ◯ 3 8 48 5,181

殿ヶ丘 1985 S60 40年 △ 3 1 18 1,798

上野 1983 S58 42年 △ 3 1 18 2,829

大野（八日） 1982 S57 43年 △ 3 2 24 3,260

野村 1979 S54 46年 △ 3 1 18 2,332

上戸田 1973 S48 52年 △ 3 2 30 2,024

向ヶ丘 1963 S38 62年 △ 3 1 18 1,703

前坂南山 1981 S56 44年 △ 2 3 15 825

大野（大野） 1980 S55 45年 × 2 1 6 1,151

高嶋 1978 S53 47年 × 2 2 6 808

日野ヶ丘 1965～1974 S40～S49 60～51年 × 2 20 86 43,159

旭ヶ丘 1956 S31 69年 × 2 3 24 30,830

日野ヶ丘 1965～1972 S40～S47 60～53年 × 1 27 142 -

旭ヶ丘 1964 S39 61年 × 1 6 20 -

坂本 1960 S35 65年 × 1 5 10 1,932

津万井 1966・1967 S41・S42 59～58年 × 1 12 12 1,813

田高 1966・1967 S41・S42 59～58年 × 1 13 13 1,589

中畑 1989・1990 H1・H2 36～35年 × 2 5 10 2,033

旭ヶ丘 1956～1963 S31～S38 69～62年 × 1 83 98 -

※1：○…耐用年限内、△…耐用年限1/2超過、×…耐用年限超過

※2：黒田は特公賃（4戸）を除く戸数

30年

45年
簡易

耐火造
（2階建て）

簡易
耐火造

（1階建て）

竣工年

木造

耐火造
（築古）

70年

耐火造
（築浅）

名称
法定
耐用
年限

階数 棟数
管理
戸数

敷地
面積
（㎡）

計画期間終了時
（H37年3月末）の状況
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（１） 耐火造・築浅：大野(西林寺)、下戸田（Ａ・Ｂ棟）、黒田北、黒田、日野ヶ丘（Ａ棟） 

・３階建ての大野（西林寺）を除き、全てエレベーターが設置されているほか、共用廊

下・階段の手摺、1F スロープも設置されており、高齢者対応が十分にされいてる。 

・住戸内部の浴室、３箇所給湯等の設備はいずれの団地も設置されており、問題はない。 

・特に、黒田北、黒田、日野ヶ丘（Ａ棟）は、いずれも住棟全体に良好な状態で、外壁

等早急に対応すべき箇所は見当たらない。 

・しかし、大野（西林寺）は現時点ですでに築後 20 年以上、また下戸田（Ａ・Ｂ棟）も

築後 20 年前後経過しており、次のような課題が見られる。 

【大野（西林寺）】平成 3～5年築、3階建て、階段室型 

・現時点で築後 23～25 年経過しており、外壁のほぼ全面に苔が生えている。勾配屋根で

あるため防水性には問題がないものと見られるが、修繕周期から考慮すると葺替えは

必要であろう。また、公園遊具や自転車置場屋根の等鉄部にはかなり錆が出ている。 

【下戸田（Ａ・Ｂ棟）】平成 7・11 年築、5・6階建て、片廊下型 

・現時点でＡ棟は築後 21 年、Ｂ棟は 18 年経過している。このため、外壁塗装の剥げや

屋上防水の劣化、配管等鉄部の錆が見られる。 

・特にＢ棟外壁では、コンクリートクラックが多く発生している箇所がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黒田：全景 黒田北：全景 日野ヶ丘（Ａ棟）：全景 

大野（西林寺）：全景 大野（西林寺）：自転車置場 

下戸田（Ａ棟）：階段屋根 

下戸田（Ａ棟）：全景 

下戸田（Ｂ棟）：配管 下戸田（Ｂ棟）：外壁 
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（２） 耐火造・築古：向ヶ丘、上戸田、野村、大野（八日）、上野、殿ヶ丘 

・いずれも 3 階建て階段室型の住棟で、エレベーターは設置されていない。 

・浴室はすべての住宅に設置されているが、劣化が進んでいる。 

・また、すべての住宅が３箇所給湯となっておらず、高齢者対応となっていない。 

【向ヶ丘】昭和 38 年築、3階建て、階段室型 

・建物全体が傷んでおり、コンクリートクラックが軒裏、バルコニー先端に多く見られ、

一部に剥落が見られる。また、鉄部の錆がひどい。 

・バルコニーは連続バルコニーではないため、２方向避難が取れていない。 

【上戸田】昭和 48 年築、3階建て、階段室型 

・コンクリートクラックがバルコニー端部、窓枠下に多く見られる。一部ではコンクリ

ートが剥落して露筋しており、早急な対応が必要である。 

・鉄部の錆も相当あり、バルコニー手摺の腐食がかなり進んでいる。 

【野村】昭和 54 年築、3 階建て、階段室型 

・軒裏のコーキング部分に水の浸み跡が多数見られ、屋上防水が劣化している可能性が

高いが、それ以外は比較的良好に管理されている。 

・玄関扉等の鉄部塗装は剥げて変色している。物置屋根のスレートは取替が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

向ヶ丘：全景 向ヶ丘：階段踊り場 向ヶ丘：バルコニー 

上戸田（２号棟）：全景 上戸田：バルコニー 

野村：全景 

上戸田：外壁（窓枠下） 

野村：軒裏 野村：玄関扉、ＰＳ扉 
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【大野（八日）】昭和 57 年築、3階建て、階段室型 

・全体に外壁塗装がやや剥げているが、比較的良好に維持管理されている。 

・バルコニー手摺及びＰＳ扉にやや錆びが見られるが、玄関扉は問題がない。 

・物置屋根にかなり錆びが見られる。 

【上野】昭和 58 年築、3 階建て、階段室型 

・コーキングがやや劣化しているが、外壁は比較的良好に維持管理されている。 

・バルコニー手摺はアルミ製で全く問題はないが、ＰＳ扉の塗装がやや剥げている。 

・自転車置き場及び物置の屋根は相当錆びが見られる。 

【殿ヶ丘】昭和 60 年築、3階建て、階段室型 

・外壁塗装は概ね良好な状態だが、庇部分で一部剥げ、変色が見られる。 

・バルコニー手摺はアルミ製で問題がないが、鉄製の避難ハッチがかなり錆びている。 

・バルコニー端部で一箇所、コンクリートクラック及び剥落が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大野（八日）：全景 大野（八日）：ＰＳ扉 大野（八日）：バルコニー 

上野：全景 上野：コーキング 

殿ヶ丘：全景 

上野：自転車置き場と物置 

殿ヶ丘：庇裏 殿ヶ丘：コンクリートの剥落 
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（３） 簡易耐火造：旭ヶ丘（一部）、日野ヶ丘、高嶋、大野（大野）、前坂南山 

・簡易耐火造は、昭和 30 年代から昭和 50 年代までに建設されており、前畑南山を除く

４団地は計画期間中に耐用年限を超過する。 

・また、前畑南山も、計画期間終了後１年目に耐用年限を経過する。 

・外観上それほど傷んでいるように見えない住棟も、構造上床下の湿度が高くなり白蟻

が発生するなど、室内及び設備がかなり傷んでいる。 

・築年の古い一部の住宅は、浴室設備はもとより設置スペースもないものがある。 

・すべての住宅が３箇所給湯となっておらず、また高齢者対応となっていない。 

 

【旭ヶ丘（一部）】昭和 39 年築、1 階建て／昭和 31 年築、2階建て 

・コンクリートクラックがかなり見られ、塗装も剥げており、外壁の傷みが激しい。 

・主要な建具はアルミサッシに替えられているが、2 階建て住棟の手摺が鉄製で相当錆が

見られる。 

【日野ヶ丘】昭和 40～47 年築、1階建て／昭和 40～49 年築、2階建て 

・外壁塗装は比較的良好な状態だが、コーキングがかなり劣化している。 

・軒裏に水の浸み跡が見られる住棟があり、屋根が劣化しているものと見られる。 

・窓手摺等、鉄部には相当錆びが見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旭ヶ丘：全景（2 階建て） 旭ヶ丘：外壁(2 階建て) 旭ヶ丘：全景（1 階建て） 

日野ヶ丘：全景 日野ヶ丘：玄関扉周り 日野ヶ丘：軒裏と窓手摺 
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【高嶋】昭和 53 年築、2 階建て 

・外壁塗装の剥げ及び変色（苔）が見られる。 

・建具はアルミサッシで良好な状態である。 

【大野（大野）】昭和 55 年築、2階建て 

・外壁、屋根ともに比較的良好な状態である。 

・建具もアルミサッシで問題は見られない。 

【前坂南山】昭和 56 年築、2階建て 

・外壁は良好な状態であるが、軒裏に一部塗装の剥げが見られる。 

・建具、窓手摺ともアルミ製で、問題は見られない。 

・増築がなく、非常に良好に維持管理されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高嶋：全景 高嶋：外壁 高嶋：玄関 

大野（大野）：全景 大野(大野)：玄関 前坂南山：全景 

前坂南山：全景 前坂南山：軒裏 前坂南山：建具と窓手摺 
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（４） 木造：旭ヶ丘（一部）、坂本、津万井、田高、中畑 

・木造団地は、建てられた年代及び工法により、建物の状態にかなり差が見られる。 

・浴室設備、設置スペースともない住宅が７割近く見られる。特に昭和 30 年代に建設

された住宅は、すべて浴室なし（設置スペースもなし）である。 

・また、すべての住宅が３箇所給湯となっておらず、また高齢者対応となっていない。 

 

【旭ヶ丘（一部）】昭和 31～昭和 38 年築、1階建て 

・全体的に築年が古い割に比較的良好な保存状態である。これは、在来工法でていねい

に建設されていること、随時の大工仕事による補修で対応できるため適時にメンテナ

ンスされてきたことによるものと考えられる。 

・ただし、屋根はコンクリート瓦で、劣化が進んでいる。 

【坂本】昭和 35 年築、1 階建て 

・旭ヶ丘の木造住宅と同様、木造在来工法で建設されているため、比較的良好な保存状

態である。 

・屋根はコンクリート瓦葺きで、劣化が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旭ヶ丘：全景 旭ヶ丘：外壁 旭ヶ丘：空き地 

坂本：全景 坂本：全景 坂本：屋根 
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【津万井】昭和 41、42 年築、1 階建て 

・建物全体に傷みが見られる。これはパネル工法による住宅であるためと考えられる。

昭和 40 年代初めに開発されたパネル工法の住宅は、材料や部材が貧弱で居住性能も

悪く、在来工法と異なり適時補修を行うことが難しい。このためあまり補修されず、

在来工法の住宅に比べて老朽化が進んでいる。 

・屋根がスレート葺きでかなり劣化が進んでいる。 

【田高】昭和 41、42 年築、1階建て 

・木造パネル工法であるため、外壁、特にコーキングの劣化が激しく、一部住棟は鉄板

で補修されている。 

・建物全体に傷みが見られる。 

【中畑】昭和 63 年、平成元年築、2 階建て 

・築後 27 年と比較的新しく、在来木造工法でしっかりと建てられており、非常に良好に

維持管理されている。 

・市東部の市営住宅は中畑団地のみであり、建物の状態にも全く問題がないため、耐用

年限超過後も活用が可能と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田高：全景 田高：玄関 田高：全景 

中畑：全景 中畑：外壁 中畑：建具と窓手摺 

津万井：全景 津万井：外壁 津万井：屋根 
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２－６ 市営住宅入居者の属性 

（１） 年齢別構成比 

・65 歳以上の割合が約 36％と高い。西脇市の全人口の構成比と比較すると、市営住宅の

高齢者（65 歳以上）の割合が約９％高く、高齢化が進んでいる状況である。 

・一方、0～19 歳についても割合が約 20％と市全人口の構成比（約 19％）よりやや高く

なっている。 

・団地別に見ると、築年の古い団地では高齢化率が特に高い状況が見られ、特に坂本（約

89％）、向ヶ丘（72％）、津万井（約 76％）の３団地では高齢者の割合が７割以上と非

常に高い。 

■入居者の年齢別構成比

入居者数 割合(％)

 0歳～19歳 267 20.3 18.6

 20歳～29歳 94 7.2 8.4

 30歳～39歳 115 8.8 12.5

 40歳～49歳 171 13.0 12.3

 50歳～59歳 115 8.8 12.7

 60歳～64歳 85 6.5 8.0

 65歳以上 467 35.5 27.4

計 1,314 100.0 100.0

全人口割合：平成22年国勢調査

※：特公賃を除く

市営住宅※ 西脇市
全体の

割合(％)
年齢区分

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0歳～19歳

20.3%

20歳～29歳

7.2%

30歳～39歳

8.8%

40歳～49歳

13.0%50歳～59歳

8.8%

60歳～64歳

6.5%

65歳以上

35.5%

■入居者の年齢別構成比（n=1,314）

■入居者の年齢別構成比：団地別

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

旭ヶ丘 32 15.6 9 4.4 8 3.9 31 15.1 14 6.8 14 6.8 97 47.3 205 100.0

坂本 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 11.1 0 0.0 8 88.9 9 100.0

向ヶ丘 0 0.0 1 4.0 0 0.0 0 0.0 2 8.0 4 16.0 18 72.0 25 100.0

日野ヶ丘 25 11.2 14 6.3 14 6.3 21 9.4 29 13.0 16 7.2 104 46.6 223 100.0

日野ヶ丘Ａ棟 7 7.5 4 4.3 8 8.6 9 9.7 10 10.8 6 6.5 49 52.7 93 100.0

津万井 2 9.5 0 0.0 0 0.0 3 14.3 0 0.0 0 0.0 16 76.2 21 100.0

田高 4 21.1 0 0.0 1 5.3 1 5.3 1 5.3 4 21.1 8 42.1 19 100.0

上戸田 10 14.7 4 5.9 11 16.2 9 13.2 4 5.9 4 5.9 26 38.2 68 100.0

高嶋 4 30.8 2 15.4 0 0.0 0 0.0 1 7.7 1 7.7 5 38.5 13 100.0

野村 7 21.9 3 9.4 2 6.3 4 12.5 1 3.1 4 12.5 11 34.4 32 100.0

大野（大野） 4 26.7 1 6.7 1 6.7 3 20.0 1 6.7 1 6.7 4 26.7 15 100.0

前坂南山 9 23.7 10 26.3 3 7.9 5 13.2 5 13.2 2 5.3 4 10.5 38 100.0

大野（八日） 16 31.4 6 11.8 3 5.9 9 17.6 1 2.0 1 2.0 15 29.4 51 100.0

上野 10 22.2 6 13.3 3 6.7 9 20.0 9 20.0 2 4.4 6 13.3 45 100.0

殿ヶ丘 8 22.9 2 5.7 6 17.1 5 14.3 2 5.7 1 2.9 11 31.4 35 100.0

中畑 3 14.3 2 9.5 3 14.3 1 4.8 6 28.6 4 19.0 2 9.5 21 100.0

大野（西林寺） 48 37.8 10 7.9 20 15.7 17 13.4 3 2.4 8 6.3 21 16.5 127 100.0

下戸田Ａ 20 26.7 2 2.7 9 12.0 11 14.7 5 6.7 4 5.3 24 32.0 75 100.0

下戸田Ｂ 11 15.5 1 1.4 4 5.6 17 23.9 7 9.9 7 9.9 24 33.8 71 100.0

黒田北 20 36.4 10 18.2 8 14.5 8 14.5 4 7.3 0 0.0 5 9.1 55 100.0

黒田 27 37.0 7 9.6 11 15.1 8 11.0 9 12.3 2 2.7 9 12.3 73 100.0

0歳～19歳 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上 合計
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15.6

11.2

7.5

9.5

21.1

14.7

30.8

21.9

26.7

23.7

31.4

22.2

22.9

14.3

37.8

26.7

15.5

36.4

37.0

4.4

4.0

6.3

4.3

5.9

15.4

9.4

6.7

26.3

11.8

13.3

5.7

9.5

7.9

2.7

1.4

18.2

9.6

3.9

6.3

8.6

5.3

16.2

6.7

7.9

5.9

6.7

17.1

14.3

15.7

12.0

5.6

14.5

15.1

15.1

9.4

9.7

14.3

5.3

13.2

12.5

20.0

13.2

17.6

20.0

14.3

4.8

13.4

14.7

23.9

14.5

11.0

6.8

11.1

8.0

13.0

10.8

5.3

5.9

7.7

3.1

6.7

13.2

2.0

20.0

5.7

28.6

2.4

6.7

9.9

7.3

12.3

6.8

16.0

7.2

6.5

21.1

5.9

7.7

12.5

6.7

5.3

2.0

4.4

2.9

19.0

6.3

5.3

9.9

2.7

47.3

88.9

72.0

46.6

52.7

76.2

42.1

38.2

38.5

34.4

26.7

10.5

29.4

13.3

31.4

9.5

16.5

32.0

33.8

9.1

12.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

旭ヶ丘(n=205)

坂本(n=9)

向ヶ丘(n=25)

日野ヶ丘(n=223)

日野ヶ丘Ａ棟(n=93)

津万井(n=21)

田高(n=19)

上戸田(n=68)

高嶋(n=13)

野村(n=32)

大野（大野）(n=15)

前坂南山(n=38)

大野（八日）(n=51)

上野(n=45)

殿ヶ丘(n=35)

中畑(n=21)

大野（西林寺）(n=127)

下戸田Ａ(n=75)

下戸田Ｂ(n=71)

黒田北(n=55)

黒田(n=73)

■入居者の年齢別構成比：団地別

0歳～

19歳

20歳～

29歳

30歳～

39歳

40歳～

49歳

50歳～

59歳

60歳～

64歳

65歳

以上
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（２） 世帯人員別構成比 

・世帯人員別の世帯割合（総計）を見ると、１人世帯が約 41％と最も高く、次に２人世

帯が約 34％、３人世帯が約 14％、４人世帯が約８％と続いている。西脇市全体の構成

比と比較すると、１人世帯は２割近く、2 人世帯では約５％高い。 

・団地別に見ると、築年が古い団地では１人・２人世帯といった小規模世帯の割合が高

い傾向がある。 

・１人世帯の割合が５割以上と高いのは、田高（約 64％）、向ヶ丘（約 61％）、日野ヶ丘

（約 56％）、野村（約 53％）、旭ヶ丘（約 52％）、下戸田Ａ（約 51％）、坂本（50％）

である。 

 

 

■入居世帯の世帯人員別構成比

入居世帯数 割合(％)

1人 265 40.8 22.6

2人 220 33.8 28.4

3人 88 13.5 18.5

4人 54 8.3 16.1

5人以上 23 3.5 14.4

計 650 100.0 100.0

一般世帯割合：平成22年国勢調査

※：特公賃を除く

世帯区分
市営住宅※ 西脇市

全体の
割合(％)

 

■入居世帯の世帯人員別構成比：団地別

(世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％)

旭ヶ丘 60 52.2 37 32.2 8 7.0 4 3.5 6 5.2 115 100.0

坂本 3 50.0 3 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 6 100.0

向ヶ丘 11 61.1 7 38.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 18 100.0

日野ヶ丘 72 56.3 34 26.6 11 8.6 8 6.3 3 2.3 128 100.0

日野ヶ丘Ａ棟 25 48.1 17 32.7 6 11.5 4 7.7 0 0.0 52 100.0

津万井 2 20.0 5 50.0 3 30.0 0 0.0 0 0.0 10 100.0

田高 7 63.6 3 27.3 0 0.0 0 0.0 1 9.1 11 100.0

上戸田 5 16.7 20 66.7 1 3.3 2 6.7 2 6.7 30 100.0

高嶋 2 33.3 3 50.0 0 0.0 0 0.0 1 16.7 6 100.0

野村 9 52.9 4 23.5 1 5.9 3 17.6 0 0.0 17 100.0

大野（大野） 2 33.3 0 0.0 3 50.0 1 16.7 0 0.0 6 100.0

前坂南山 4 26.7 5 33.3 2 13.3 3 20.0 1 6.7 15 100.0

大野（八日） 7 30.4 9 39.1 4 17.4 2 8.7 1 4.3 23 100.0

上野 2 11.1 8 44.4 5 27.8 3 16.7 0 0.0 18 100.0

殿ヶ丘 6 33.3 8 44.4 3 16.7 1 5.6 0 0.0 18 100.0

中畑 2 22.2 4 44.4 2 22.2 0 0.0 1 11.1 9 100.0

大野（西林寺） 7 14.9 18 38.3 12 25.5 7 14.9 3 6.4 47 100.0

下戸田Ａ 19 51.4 6 16.2 6 16.2 4 10.8 2 5.4 37 100.0

下戸田Ｂ 14 38.9 12 33.3 7 19.4 3 8.3 0 0.0 36 100.0

黒田北 1 5.0 8 40.0 7 35.0 3 15.0 1 5.0 20 100.0

黒田 5 17.9 9 32.1 7 25.0 6 21.4 1 3.6 28 100.0

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上 入居世帯数

 

 

1人

40.8%

2人

33.8%

3人

13.5%

4人

8.3%

5人以上

3.5%

■入居世帯の世帯人員別構成比（n=650）
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50.0

61.1

56.3

48.1

20.0

63.6

16.7

33.3

52.9

33.3

26.7

30.4

11.1

33.3

22.2

14.9

51.4

38.9

5.0

17.9

32.2

50.0

38.9

26.6

32.7

50.0

27.3

66.7

50.0

23.5

33.3

39.1

44.4

44.4

44.4

38.3

16.2

33.3

40.0

32.1

7.0

8.6

11.5

30.0

3.3

5.9

50.0

13.3

17.4

27.8

16.7

22.2

25.5

16.2

19.4

35.0

25.0

3.5

6.3

7.7

6.7

17.6

16.7

20.0

8.7

16.7

5.6

14.9

10.8

8.3

15.0

21.4

5.2

2.3

9.1

6.7

16.7

6.7

4.3

11.1

6.4

5.4

5.0

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

旭ヶ丘(n=115)

坂本(n=6)

向ヶ丘(n=18)

日野ヶ丘(n=128)

日野ヶ丘Ａ棟(n=52)

津万井(n=10)

田高(n=11)

上戸田(n=30)

高嶋(n=6)

野村(n=17)

大野（大野）(n=6)

前坂南山(n=15)

大野（八日）(n=23)

上野(n=18)

殿ヶ丘(n=18)

中畑(n=9)

大野（西林寺）(n=47)

下戸田Ａ(n=37)

下戸田Ｂ(n=36)

黒田北(n=20)

黒田(n=28)

■入居世帯の世帯人員別構成比：団地別

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上
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（３） 高齢者を含む世帯の状況 

・高齢者（65 歳以上）を含む世帯（総計）は、市営住宅入居世帯の 57％を占めている。

また高齢単身が 30％、高齢夫婦世帯が 14％と、いずれも西脇市全体の構成比と比べて

割合が高い。 

■高齢者（65歳以上）を含む世帯の状況

入居世帯数 割合(％)

367 56.5 51.0

高齢単身世帯 196 30.2 9.6

高齢夫婦世帯
※2 90 13.8 12.8

高齢その他世帯 81 12.5 28.6

283 43.5 49.0

650 100.0 100.0

一般世帯割合：平成22年国勢調査

※1：特公賃を除く

※2：高齢夫婦世帯とは、夫が65歳以上、妻が60歳以上の世帯をいう

高齢者を含む世帯

西脇市
全体の

割合(％)

総世帯数

市営住宅※1

高齢者を含まない世帯

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢単身世帯

30.2%

高齢夫婦世帯※2

13.8%

高齢その他世帯

12.5%

高齢者を含まない

世帯

43.5%

■高齢者を含む世帯の状況（n=650）
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２－７ 市営住宅入居者の意識調査 

（１） 調査概要 

① 調査対象 

・西脇市営住宅に入居中の全世帯（ 658 世帯）。 

 

② 配布・回収の方法 

・郵送による配布・回収。 

 

③ 調査期間 

・調査票の配布・留置期間は、平成 26 年 9 月 20 日～10 月 10 日。 

 

④ 回収結果 

・回収数は 459 件で、回収率は 69.8％となった。 

・無効回答はなかったため有効回答数は 459 件、有効回答率は 69.8％となった。 

 

調査票配布件数 
回収数 

（回収率） 

有効回答数 

（有効回答率）

658 件 
459 

（69.8％） 

459 

（69.8％） 

※：「回収率」は、「配布件数」に対する「回収数」の比率。「有効回答数」は、「回収数」から白票や回答不備の

調査票を除外した件数で、「有効回答率」は、「配布件数」に対する「有効回答数」の比率。 

 

 

（２） 世帯の状況（問１、問２、問３） 

① 世帯主の性別 

・「男性」約 48％、「女性」約 52％で、女性の方がやや多い。 

 

件　数 ％

男性 209 47.7

女性 229 52.3

全　体 438 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

男性

47.7%女性

52.3%

問1-1 世帯主の性別《不明：21件 を除く》

（Ｎ＝438）
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② 世帯主の年齢 

・「70 歳以上」が約 46％で最も多く、次に「60 歳代」（約 23％）、「40 歳代」（約 12％）、

「50 歳代」（約 12％）と続いている。 

・「60 歳代」と「70 歳以上」を合わせると７割近くに達し、高齢者が多い状況である。 

・「20 歳代」と「30 歳代」は合わせて約７％で、若年層は少ない。 

 

件　数 ％

19歳以下 0 0.0

20歳代 7 1.6

30歳代 26 5.8

40歳代 55 12.4

50歳代 53 11.9

60歳代 101 22.7

70歳以上 203 45.6

全　体 445 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

③ 世帯人数 

・「１人世帯」が最も多く 40％、次に「２人世帯」が約 37％で続いており、これらを合

わせると約８割が２人以下の小規模世帯である。 

 

件　数 ％

1人 178 40.0

2人 165 37.1

3人 60 13.5

4人 31 7.0

5人 7 1.6

6人 2 0.4

7人以上 2 0.4

全　体 445 100.0  

 

 

 

 

 

 

20歳代

1.6%
30歳代

5.8%
40歳代

12.4%

50歳代

11.9%

60歳代

22.7%

70歳以上

45.6%

問1-2 世帯主の年齢《不明：14件 を除く》

（Ｎ＝445）

1人

40.0%

2人

37.1%

3人

13.5%

4人

7.0%

5人

1.6%

6人

0.4% 7人以上

0.4%

問1-3 世帯人数《不明：14件 を除く》

（Ｎ＝445）
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④ 家族構成 

・③の結果のとおり「単身」が 40％で最も多い。次に「夫婦のみ」（約 22％）、「一人親

と子」（約 20％）、「夫婦と子」（約 15％）の順で多い。 

・「一人親と子」世帯の割合が「夫婦と子」より高く、非常に多いと言える。 

 

件　数 ％

単身 177 40.0

夫婦のみ 98 22.1

夫婦と子 67 15.1

一人親と子 87 19.6

親と子と孫（３世代） 8 1.8

夫婦と親（両親又は一人親） 0 0.0

その他 6 1.4

全　体 443 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 現市営住宅での居住年数 

・最も割合が高いのは「10～20 年未満」で約 24％、次いで「5～10 年未満」（約 18％）、

「20～30 年未満」（16％）、「30～40 年未満」（約 15％）、「40 年以上」（約 14％）と続

いている。 

・30 年以上居住している世帯が約３割見られ、長期居住者が多い状況である。 

 

件　数 ％

5年未満 55 12.8

5～10年未満 77 17.9

10～20年未満 105 24.4

20～30年未満 69 16.0

30～40年未満 63 14.7

40年以上 61 14.2

全　体 430 100.0  

 

 

 

 

 

 

単身

40.0%

夫婦のみ

22.1%

夫婦と子

15.1%

一人親と子

19.6%

親と子と孫（３

世代）

1.8%

その他

1.4%

問1-4 家族構成《不明：16件 を除く》

（Ｎ＝443）

5年未満

12.8%

5～10年未満

17.9%

10～20年未満

24.4%

20～30年未満

16.0%

30～40年未満

14.7%

40年以上

14.2%

問1-6 現市営住宅での居住年数《不明：29件 を除く》

（Ｎ＝430）
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⑥ 家族の中の子供・高齢者・障害者 

・「18 歳未満」の子供がいる世帯は約 15％で、子育て世帯は２割に満たない。 

・「65 歳以上」の高齢者がいる世帯は 54％で、半数以上を占めている。 

・「障害者」のいる世帯は約 15％見られる。 

 

件　数 ％

18歳未満 70 15.3

65歳以上 248 54.0

障害者 70 15.3

全体 333 -

不明 126 -

回答者総数 459 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 親族の家からの所要時間 

・「30 分以内」が約 39％、「10 分以内」が約 33％で、これらを合わせると７割以上の世

帯では、30 分以内に親族がいるという結果となった。 

・一方、「近くに親族はいない」と言う回答が１割強見られた。 

 

 

件　数 ％

10分以内 146 33.1

30分以内 170 38.5

1時間以内 48 10.9

2時間以内 15 3.4

2時間以上 13 2.9

近くに親族はいない 49 11.1

全　体 441 100.0  

 

 

 

 

 

10分以内

33.1%

30分以内

38.5%

1時間以内

10.9%

2時間以内

3.4%

2時間以上

2.9%

近くに親族はい

ない

11.1%

問3 親族の家からの所要時間《不明：18件 を除く》

（Ｎ＝441）

15.3 

54.0 

15.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

18歳未満

65歳以上

障害者

（％）

問2 家族の中の子供・高齢者・障害者

（Ｎ＝459）
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（３） 住宅・住環境の満足度（問４） 

① 住宅の満足度 

・「満足」「ほぼ満足」の合計割合が高いのは、「①家賃」（約 53％）、「②住宅の広さ・間

取り」（約 44％）、「日当たり・通風」（約 38％）、「⑪団地内の駐車場・駐車スペース」

（約 32％）などである。 

・一方「やや不満」「不満」の合計割合が高いのは、「⑨遮音性・断熱性」（約 50％）、「⑤

浴室」（約 49％）、「⑩地震時の安全性」（約 44％）、「③トイレ・洗面」（約 44％）、「④

台所」（約 40％）などである。 

・「⑫住宅の居住性全般」については、「満足」「ほぼ満足」「普通」を合わせると、約７

割は市営住宅に特に不満を持っていないということが分かった。 

 

36.5 

24.1 

14.2 

13.2 

14.3 

13.7 

14.2 

20.0 

8.1 

6.6 

15.7 

6.5 

16.0 
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9.5 

15.1 

15.0 

18.2 

10.3 

9.1 

16.2 

17.4 

29.3 

33.8 

30.1 

35.8 

26.7 

41.5 

39.1 

41.3 

32.0 

40.4 

43.4 

44.6 

11.4 

14.2 

20.0 

21.0 

21.5 

17.7 

17.3 

9.9 

25.4 

23.1 

16.5 

18.4 

6.7 

7.8 

23.8 

19.1 

27.9 

12.0 

14.5 

10.6 

24.1 

20.8 

8.2 

13.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家賃（n=430）

②住宅の広さ・間取り（n=423）

③トイレ・洗面（n=429）

④台所（n=424）

⑤浴室（n=419）

⑥収納スペース（n=417）

⑦住宅内の手すり・段差（n=394）

⑧日当たり・通風（n=424）

⑨遮音性・断熱性（n=406）

⑩地震時の安全性（n=394）

⑪団地内の駐車場・駐車スペース

（n=389）

⑫住宅の居住性全般（総合的評価）

（n=397）

問4（１）住宅の満足度

満足 ほぼ満足 普通 やや不満 不満
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② 住環境の満足度 

・「満足」「ほぼ満足」の比率はいずれも高くないが、「普通」を含めて見ると、「⑤公共

交通の便利さ」以外の項目は、回答者の概ね７～８割は特に不満がないと見られる。 

・「満足」「ほぼ満足」の合計割合がやや高いのは「②医療・福祉施設の便利さ」（約 27％）、

「①商業施設（買い物など）の便利さ」（約 25％）で、20％を超えている。 

・「やや不満」「不満」の合計割合を見ると、「⑤公共交通の便利さ」が約 40％で最も高

い。他には「①商業施設（買い物など）の便利さ」（約 32％）、「③公共施設の便利さ」

（約 31％）が他より高くなっている。 

9.3 

10.5 

5.3 

7.4 

5.8 

8.9 

15.3 

16.6 

11.2 

11.4 

6.0 

10.6 

43.8 

51.5 

52.8 

63.1 

48.7 

63.5 

19.1 

14.1 

20.3 

11.7 

25.4 

11.6 

12.4 

7.3 

10.4 

6.5 

14.1 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①商業施設（買い物など）の便利さ

（n=418）

②医療・福祉施設の便利さ（n=410）

③公共施設の便利さ（n=394）

④通勤・通学の便利さ（n=325）

⑤公共交通の便利さ（n=382）

⑥近所付き合い（n=414）

問4（２）住環境の満足度

満足 ほぼ満足 普通 やや不満 不満
 

 

（４） 団地内の設備・施設等について（問５、問６、問７） 

① エレベーターについて 

・エレベーターがある住棟の入居者にエレベーターについて尋ねたところ、「エレベータ

ーがないと生活できない」が 67％と最も多い。一方「なくても困らない」（約 26％）、

「エレベーターは必要ない」（約 3％）という回答も合わせて約３割見られた。 

 

件　数 ％

エレベーターがないと生活で
きない

69 67.0

なくても特に困らない 27 26.2

エレベーターは必要ない 3 2.9

その他 4 3.9

全　体 103 100.0  

 

 

 エレベーターが

ないと生活でき

ない

67.0%

なくても特に困

らない

26.2%

エレベーターは

必要ない

2.9%

その他

3.9%

問5 エレベーターについて《不明：4件を除く》

（Ｎ＝103）
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② 自治会活動について 

・参加している自治会活動としては、「団地の草刈り」（約 77％）と「団地の清掃活動」

（約 75％）の割合が高く、８割近くが参加している。 

・他は「老人会」（12％）、「廊下灯の電球取替え」（約 12％）、「防火・避難訓練」（約９％）

と、いずれも１割前後であった。 

 

件　数 ％

団地の清掃活動 345 75.2

団地の草刈り 355 77.3

廊下灯の電球取替え 54 11.8

防火・避難訓練 42 9.2

老人会 55 12.0

その他 21 4.6

全　体 418 -

不明 41 -

回答者総数 459 100.0  

 

 

 

 

 

 

③ 団地内の集会所について 

・団地内の集会所の利用状況は、「利用していない」が約 58％と最も多かった。 

・利用している方の中では、「年に数回利用している」が約 37％で最も多い。「月１～２

回利用している」（約３％）及び「週１回以上利用している」（約１％）は少なく、定

期的に利用している方はあまりないことが分かった。 

 

件　数 ％

週1回以上利用している 4 1.4

月1～2回利用している 10 3.4

年に数回利用している 108 37.2

利用していない 168 57.9

全　体 290 100.0  

 

 

 

 

 

75.2 

77.3 

11.8 

9.2 

12.0 

4.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

団地の清掃活動

団地の草刈り

廊下灯の電球取替え

防火・避難訓練

老人会

その他

（％）

問6-1 自治会活動について

（Ｎ＝459）

週1回以上利用し

ている

1.4% 月1～2回利用し

ている

3.4%

年に数回利用し

ている

37.2%利用していない

57.9%

問7-1 団地内の集会所について《不明：169件 を除く》

（Ｎ＝290）
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（５） 今後の居住意向（問８） 

① 今後の居住意向 

・今後の居住意向は「住み続けたい」が約 80％で最も多い。 

・一方「いずれ（6 年以上先に）転居したい」が約 11％、「なるべく早く（５年以内に）

転居したい」が約 10％あり、合わせると約２割が転居したいと考えていることが分か

った。 

 

件　数 ％

なるべく早く（5年以内に）転
居したい

42 9.6

いずれ（6年以上先に）転居し
たい

47 10.8

住み続けたい 347 79.6

全　体 436 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

② 住み続けたい理由（複数回答） 

・問８で「住み続けたい」と回答した方に、住み続けたい理由を尋ねたところ、「住み慣

れているため、離れたくない」が 66％で最も高く、次いで「家賃が安い」（約 60％）、

「持ち家取得は経済的に難しい」（約 57％）が半数を超えており割合が高かった。 

 

件　数 ％

住み慣れているため、離れたくない 225 66.0

家賃が安い 204 59.8

持ち家取得は経済的に難しい 194 56.9

今の住宅に満足している 117 34.3

他に適当な住宅がない 97 28.4

立地や環境がよい 82 24.0

子どもの教育上の都合 13 3.8

仕事上の都合 36 10.6

家族の都合 29 8.5

近所に友人が多いため 63 18.5

その他 8 2.3

全　体 341 100.0

不明 8 -

回答者総数※ 349 -

※：問8で「3．住み続けたい」と回答した方の数   

なるべく早く（5

年以内に）転居

したい

9.6%

いずれ（6年以上

先に）転居した

い

10.8%

住み続けたい

79.6%

問8-1 今後の居住意向《不明：23件 を除く》

（Ｎ＝436）

66.0 

59.8 

56.9 

34.3 

28.4 

24.0 

3.8 

10.6 

8.5 

18.5 

2.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住み慣れているため、離れたくない

家賃が安い

持ち家取得は経済的に難しい

今の住宅に満足している

他に適当な住宅がない

立地や環境がよい

子どもの教育上の都合

仕事上の都合

家族の都合

近所に友人が多いため

その他

（％）

問8-4 住み続けたい理由

（Ｎ＝341）
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③ 転居したい理由（複数回答） 

・問８で「なるべく早く（５年以内に）転居したい」「いずれ（６年以上先に）転居した

い」と回答した方に、転居したい理由を尋ねたところ、「浴室・台所などの設備が古い」

が約 57％で飛び抜けて高かった。 

・他には「耐震性に不安がある」（約 37％）、「部屋の広さ・間取りなどが不満」（約 34％）

「一人暮らしに不安がある」（約 27％）の割合が高い。 

 

件　数 ％

部屋の広さ・間取りなどが不満 28 33.7

浴室・台所などの設備が古い 47 56.6

バリアフリー化していない 16 19.3

耐震性に不安がある 31 37.3

公共交通が不便 17 20.5

日常の買い物に不便 18 21.7

子どもの教育上の都合 9 10.8

仕事上の都合 8 9.6

家族の都合 16 19.3

一人暮らしに不安がある 22 26.5

住宅を購入する予定である 5 6.0

その他 11 13.3

全　体 83 100.0

不明 7 -

回答者総数※ 90 -
※：問8で「1．なるべく早く（5年以内に）転居したい」「2．い

ずれ（6年以上先に）転居したい」と回答した方の数
 

 

 

④ 転居先の住宅 

・転居先の住宅としては「アパート・マンション（借家）」が約 35％で最も多く、次い

で「戸建て住宅（持ち家）」（約 28％）、「子どもや親の家」（約 14％）の割合が高かっ

た。 

 

件　数 ％

アパート・マンション（借家） 28 34.6

戸建て住宅（借家） 5 6.2

マンション（持ち家） 1 1.2

戸建て住宅（持ち家） 23 28.4

介護サービス付住宅 3 3.7

高齢者施設（老人ホーム等） 4 4.9

子どもや親の家 11 13.6

その他 6 7.4

全　体 81 100.0  

 

 

 

アパート・マン

ション（借家）

34.6%

戸建て住宅（借

家）

6.2%
マンション（持

ち家）

1.2%

戸建て住宅（持

ち家）

28.4%

介護サービス付

住宅

3.7%

高齢者施設（老

人ホーム等）

4.9%

子どもや親の家

13.6%

その他

7.4%

問9-1 転居先の住宅《不明：9件を除く》

（Ｎ＝81）

33.7 

56.6 

19.3 

37.3 

20.5 

21.7 

10.8 

9.6 

19.3 

26.5 

6.0 

13.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

部屋の広さ・間取りなどが不満

浴室・台所などの設備が古い

バリアフリー化していない

耐震性に不安がある

公共交通が不便

日常の買い物に不便

子どもの教育上の都合

仕事上の都合

家族の都合

一人暮らしに不安がある

住宅を購入する予定である

その他

（％）

問8-2 転居したい理由

（Ｎ＝83）
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３．長寿命化計画に関する基本方針 

３－１ 市営住宅の役割と課題 

（１） 市営住宅の役割 

・市営住宅は住宅セーフティネットの中核として、最も住宅に困窮する低額所得者に対

して住宅を供給する役割がある。 

・またその他の住宅確保要配慮者（高齢者・障がい者・子育て世帯・外国人世帯等）に

ついても、その居住安定に資するよう、県営住宅、その他の公的賃貸住宅及び民間賃

貸住宅を含めた形でセーフティネットの機能充実を図ることが求められている。 

 

 

（２） 市営住宅の課題 

・２章において見てきた本市及び市営住宅等ストックの状況から、本市の市営住宅につ

いては、次のような課題があるものと考えられる。 

① 耐用年限を迎えるストック増加への対応 

・低層木造住宅（118 棟、143 戸）及び簡易耐火造のうち前坂南山団地を除く住宅（62

棟、299 戸）は、本計画期間中に耐用年限を超過する。旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津

万井、田高の５団地については現住生活基本計画（平成 22 年）において建替及び用途

廃止の方針が定められており、募集停止中であるが、今回はこれらに加えて、高嶋、

大野（大野）、中畑の３団地についても、活用方針の検討を行い、人口・世帯の動向や

都市の縮小傾向等を踏まえて、適切な活用手法を判定する必要がある。 

・一方、前坂南山団地（３棟、15 戸）及び耐火構造の市営住宅（22 棟、359 戸）は、ま

だ耐用年限が残っており、これらストックについては耐用年限まで活用することを前

提とし、個別改善・修繕等の実施により建物の長寿命化を図り、市営住宅に係る費用

と環境負荷の低減に努めなければならない。 

・ただし、15～20 年後にはこれらの団地のうち数棟が耐用年限を迎えるため、個別改善

との費用・効果を比較の上、必要に応じ適切な時期に建替についても検討を進める必

要がある。 

② 経年化が進む住棟における住宅の性能確保の必要性 

・建築年が古い市営住宅では、エレベーターが設置されていないものや室内の仕様が高

齢者対応となっていないなど、住宅性能が現在の水準を満たしていないものが多い。 

・入居者アンケートにおいては、「遮音性・断熱性」、「浴室」、「トイレ・洗面」、「台所」

といった住宅の居住性にかかる項目に関して不満であるという割合が高かった。また、

今後の居住意向で「転居したい」と回答した場合の理由として「浴室・台所などの設

備が古い」が最も多かったことから、特に経年化が進んだ団地では、これらの住宅性

能を確保し、居住性を高めることが求められている。 
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③ 市営住宅における高齢化の進行への対応 

・市営住宅においては高齢入居者の割合が約 36％と高齢化が進んでおり、エレベーター

の設置、バリアフリー化などの改善や低層階への住み替えなど、高齢者等への対応が

必要となる。 

④ 入居機会及びコミュニティバランスの確保の必要性 

・市営住宅への入居に関しては、真に住宅に困窮する世帯の入居機会を確保するよう、

現入居世帯の収入超過者への明渡し等の指導強化を含め、市営住宅管理の公平化・適

正化を図る必要がある。 

・また、セーフティネットの役割を果たす一方で、コミュニティバランスの維持が図れ

るよう、若年層が住みやすい環境づくりを進める、子育て世帯等の優先入居枠設置を

検討するなど、若年層の入居促進を図るような施策が求められている。 

・黒田団地の特定公共賃貸住宅については、４戸のうち３戸が長期空家となっており、

福祉的目的（グループホーム等）での使用など、今後の活用方針について検討する必

要がある。 

⑤ 適切な維持管理 

・市営住宅ストックの長寿命化を進めるにあたっては、長期的な視野に立った計画的な

修繕の実施が重要である。そのため、修繕履歴の整理・データベース化を行い、これ

を元に適切な計画修繕周期を設定し、中長期的な修繕計画を立てる必要がある。 

・また、建物の老朽化や劣化による事故等の防止のみならず、建物の状況に応じた効率

的な修繕工事等の実施のためにも、日常的な保守点検を実施し、建物の状況把握を適

宜行うことが必要である。 
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３－２ 市営住宅の活用の基本理念・方針 

【基本理念】 

・住宅セーフティネットの理念のもと、良好な住環境を形成することを目的として、計

画的なまちづくりを進める。 

・そのため、市営住宅については立地特性や住宅規模等に応じて、地域福祉やまちづく

り施策などと連携しながら、居住水準の向上を重点に整備を進めるとともに、良好な

住環境の形成をめざす。 

 

【基本方針】 

① 効率的・効果的な市営住宅整備の推進 

・耐用年限が残っている住宅は、長寿命化に努め、耐用年限まで活用する。 

・建替に際しては、効率的・効果的な整備推進のため、敷地の状況や地域バランス等を

考慮し、集約建替を実施する。 

② 居住の安定確保に向けたセーフティネットの構築 

・セーフティネットの中核として、真に困窮する世帯の入居機会を確保するため、収入

超過者への明渡し等の指導強化に努めるなど、市営住宅管理の公平化・適正化を図る。 

・黒田団地の 

③ 多様なニーズへの対応 

・本市市営住宅においては入居者の高齢化が進んでいるため、建替の際には高齢者対応

仕様住宅の整備を進め、場合によっては型別供給の実施についても検討する。 

・一方、若年層の取り込みを図るため、若年層が住みやすい住戸整備や環境づくりに配

慮する。 
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３－３ 市営住宅の長寿命化計画の基本方針・目標 

（１） 住宅ストックの状態把握及び日常的な維持管理の方針 

・管理する住宅の整備・管理・修繕履歴データを住棟単位で整理し、随時、履歴を確認

できる仕組みを整備する。 

・日常管理で住棟の主要箇所等について点検を実施し、不具合が発生しそうであると予

測される箇所を早期発見するとともに、予防保全的な維持管理の観点から建物の老朽

化や劣化による事故を未然に防ぐとともに、修繕や改善の効率的な実施につなげる。 

・上記の修繕履歴と標準的な修繕周期に基づいて、中長期の修繕計画を作成し、計画的

かつ予防保全的な維持管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

（２） 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

・効率的かつ効果的に修繕等を行い、安全性・快適性を向上させるとともに耐久性の向

上を図る。 

・予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施することによって、市営

住宅の長寿命化を図る。耐久性の向上等を図る改善とは、耐久性に優れた材料や工法

を用いることにより躯体の劣化の進行を抑制するような躯体等の修繕工事である。 

・定期点検の実施による建物の状態把握を元に、工事の実施時期や内容等について修繕

計画の見直しを行うなどして修繕や改善の効率的な実施に努め、ライフサイクルコス

トの縮減につなげる。 

 

 

 

 

目標：修繕履歴等のデータ整備及び日常的な点検に基づき、計画的かつ予防

保全的な維持管理を実施する。 

目標：市営住宅の長寿命化及び、耐久性の向上により修繕周期の延長を図る

等によってライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減を図る。 
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４．長寿命化を図るべき市営住宅等の状況把握 

４－１ 団地別・住棟別の状況把握 

（１） 団地別・住棟別の基礎的項目 

■市営住宅一覧（再掲） (平成26年11月1日現在）

号棟
耐用
年数

経過年
構造 階数 棟数

入居
戸数

空き家
戸数

- 1956～1963 S31～S38 S61～H5 木造 1 83 98

- 1964 S39 H21 簡易耐火 1 6 20

- 1956 S31 H13 簡易耐火 2 3 24

2 坂本 - 1960 S35 H2 木造 1 5 6 4

3 向ヶ丘 - 1963 S38 H45 中層耐火 3 1 18 0

- 1965～1972 S40～S47 H22～H29 簡易耐火 1 20 86

- 1965～1974 S40～S49 H22 ～H31 簡易耐火 2 27 142

- 2006 Ｈ18 H88 中層耐火 3 1 30

- 2006 Ｈ18 H88 中層耐火 4 1 23

5 津万井 - 1966～1967 S41～S42 H8～H9 木造 1 12 10 2

6 田高 - 1966～1967 S41～S42 H8～H9 木造 1 13 11 2

1号棟 1973 Ｓ48 H55 中層耐火 3 1 12

2号棟 1973 Ｓ48 H55 中層耐火 3 1 18

8 高嶋 - 1978 Ｓ53 H35 簡易耐火 2 2 6 0

9 野村 - 1979 Ｓ54 H61 中層耐火 3 1 18 0

10 大野（大野） - 1980 Ｓ55 H37 簡易耐火 2 1 6 0

11 前坂南山 - 1981 S56 H38 簡易耐火 2 3 15 0

1号棟 1982 S57 H64 中層耐火 3 1 12

2号棟 1982 S57 H64 中層耐火 3 1 12

13 上野 - 1983 S58 H65 中層耐火 3 1 18 0

14 殿ヶ丘 - 1985 S60 H67 中層耐火 3 1 18 0

15 中畑 - 1989～1990 H1～H2 H31～H32 木造 2 5 10 0

A棟 1991 H3 H73 中層耐火 3 1 6

B棟 1991 H3 H73 中層耐火 3 1 6

C棟 1991 H3 H73 中層耐火 3 1 6

D棟 1992 H4 H74 中層耐火 3 1 6

E棟 1992 H4 H74 中層耐火 3 1 6

F棟 1993 H5 H75 中層耐火 3 1 6

G棟 1993 H5 H75 中層耐火 3 1 6

H棟 1993 H5 H75 中層耐火 3 1 6

A棟 1995 H7 H77 中層耐火 5 1 37 3

B棟 1999 H11 H81 高層耐火 6 1 36 4

18 黒田北 - 1999 H11 H81 中層耐火 4 1 20 0

19 黒田（特公賃除く） - 2002 H14 H84 高層耐火 6 1 32 0

一般住宅小計 - - - - 202 658 143

黒田（特公賃）※ - 2002 H14 H84 高層耐火 6 (1) 1 3

- - - - (1) 1 3

- - - - 202 659 146

※：黒田（特公賃）は、一般住宅の黒田住宅の一部であるため、棟数は一般住宅に含む。

18

18

10

48

特公賃

04816

下戸田

特公賃小計 -

40

32

4

17

団　地　名 竣工年

一般住宅

管理
戸数

1 旭ヶ丘 115 27142

総　　計 -

12

801

4

18

40

15

20

30

13

6

6

805

大野（西林寺）

大野（八日） 24

10

18

100128228

53 53 0

29 1

24 0

日野ヶ丘

4

7

12

上戸田

日野ヶ丘Ａ棟
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（２） 修繕等の履歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■西脇市営住宅（中・高層耐火）の修繕履歴

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

西暦 70年 35年 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 ０１ 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 年次 工事 年次 工事 年次 工事 年次 工事

ポンプ設 屋上 住警報 H6 台所排水管改修 H11 自転車置場改修 H15 住戸内手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

1963 － 18 中耐・３階 2033 1998 △ ● ＊ ★ H10 給水ポンプ設置 H13 階段手すり設置 H16 屋上防水改修 H25 水道を直圧に切替

計 18 H10 自転車置場改修 H14 公共下水道接続 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H3 外壁緊急補修 H10 浴室扉改修 H14 給水ポンプ改修

1973 １号棟 12 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ H4 1号棟外壁改修 H10 階段非常警報改修 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H5 2号棟外壁改修 H11 屋上防水部分改修 H21 住宅用火災警報器設置

1973 ２号棟 18 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ H8 浴室扉改修 H12 高架水槽撤去 H25 水道を直圧に切替

計 30 H9 　　　〃 H13 公共下水道接続

H4 駐車場整備 H11 階段非常警報改修 H14 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺塗装 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

屋上 外壁、住警報 H5 屋外整備 H12 浴槽、釜、塗装替(一部残) H14 屋上給水管保温替 H21 外壁改修

1979 － 18 中耐・３階 2049 2014 ● ★ ◎＊ H10 公共下水道接続 H12 高架水槽塗装替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H10 屋上防水部分補修 H13 引込盤、幹線改修 H16 屋上防水改修 H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 ポンプ替屋上 外壁 住警報 H9 排水路改修 H12 屋上配管、保温替 H19 階段手摺（2棟） H26 浴室改修9戸

1982 １号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ H9 外壁部分補修 H13 2号棟屋上防水改修 H21 水道を直圧に切替

外壁 ポンプ替 屋上 外壁 住警報 H10 給水ポンプ取替 H13 階段手摺（1棟） H21 住宅用火災警報器設置

1982 ２号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ H11 階段非常警報改修 H14 北側法面改修 H23 高架水槽撤去

計 24 H12 1号棟屋上防水改修 H16 公共下水道接続 H24 ガス埋設管部分改修

屋上、住警報 外壁 H7 浄化槽フェンス設置 H13 公共下水道接続 H18 住戸内手摺設置 H22 外壁改修

1983 － 18 中耐・３階 2053 2018 ●＊ ◎ H9 高架水槽塗装 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H21 屋上防水改修 H22 階段手摺

計 18 H12 屋上配管、保温替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H14 公共下水道接続 H15 階段手摺設置 H26 水道を直圧に切替

1985 － 18 中耐・３階 2055 2020 ＊ H14 高架水槽塗装及び配管保温替 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H11 東屋設置

1991 A棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ H17 公共下水道接続

住警報 H21 住宅用火災警報器設置

1991 B棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H24 水道を直圧に切替

1991 C棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊

住警報

1992 D棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊

住警報

1992 E棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊

住警報

1993 F棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊

住警報

1993 G棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊

住警報

1993 H棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊

計 48

住警報 H13 Ａ棟水道子メーター取替 H26 特建調査（B棟）

1995 A棟 40 中耐・４階 2065 2030 ＊ H17 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報（竣工時より設置） H18 Ａ棟水道子メーター取替

1999 B棟 40 高耐・６階 2069 2034 ＊ ☆ H21 住宅用火災警報器設置(A棟)

計 80 H25 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報 H20 住宅用火災警報器設置

1999 － 20 中耐・４階 2069 2034 ＊ H26 水道子ﾒｰﾀｰ取替

計 20

住警報（竣工時より設置） H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2002 － 36 高耐・６階 2072 2037 ＊ ☆ H26 特建調査

計 36

住警報（竣工時より設置） H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2006 - 30 中耐・３階 2076 2041 ＊

住警報（竣工時より設置）

2006 - 23 中耐・４階 2076 2041 ＊

計 53

363

※１：　特公賃４戸含む

　凡　　　例 建設（建替）年度 △ 給水ポンプ設置・取替済 ＊ 住宅用火災警報器設置

耐用年限1/2経過（35年） ▼ 高架水槽撤去済 ★ 耐震診断

耐用年限1/2経過後期間 ● 屋上防水済 ☆ 特建調査

◎ 外壁改修（吹替工事）済

修繕履歴
住宅名

竣工年
号棟

管理

戸数
構造

耐用年限
住宅名

向ヶ丘 向ヶ丘

上戸田 上戸田

野村 野村

大野

（八日）

大野

（八日）

上野 上野

殿ヶ丘 殿ヶ丘

大野

（西林寺）

大野

（西林寺）

下戸田

（A･B棟）

下戸田

（A･B棟）

中・高層耐火造住宅　総計

黒田北 黒田北

黒田※1 黒田※1

日野ヶ丘

A棟

日野ヶ丘

A棟

上段：和暦 下段：西暦
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４－２ 耐震診断調査の結果 

（１） 耐震診断の実施について 

① 耐震診断の必要性について 

・県営住宅・市営住宅などの公営住宅については、適切な計画修繕の実施により建物の

寿命を延ばすとともに、維持管理コストの抑制を図るため、「公営住宅等長寿命化計画」

を策定することとなっている。 

・「公営住宅等長寿命化計画」では、県や市が管理する公営住宅について、各団地の築後

年数や改善の実施状況、土地利用の可能性、建物の安全性（耐震性、避難の安全性）

等の要素を判定し、今後の活用手法（用途廃止／耐震改修等の改善事業／建替え／維

持管理など）及び今後 10 年間の維持管理計画を定める。 

・本市においては、「住生活基本計画」の見直しにあわせ、今年度、「公営住宅等長寿命

化計画」を策定することとしており、市営住宅各団地の活用手法を決定するための判

断材料として、耐震診断を実施した。 

② 耐震診断の実施概要 

・現在の耐震基準（新耐震基準）は、昭和 56 年の建築基準法改正により新たに採用され

たもので、昭和 56 年以前に建設された建物は、この基準を満たしているかどうかが不

明である。このため、昭和 56 年以前に建設された建物は、耐震診断を実施して十分な

耐震性を備えているか確認する必要がある。 

・今回の耐震診断も、昭和 56 年以前に建設された団地を対象として実施した。 

・ただし、効率的な調査実施のため、構造が同じで建設年度がほぼ同一の団地について

は、全て同等の耐震性を持っているものと考えられるため、一部のみ実施とした。 

・津万井、田高：同じ木造で、建設年度が近い坂本、旭ヶ丘の木造住宅と同等と推測 

・高嶋、大野：同じ簡易耐火造で、建設年度が近い日野ヶ丘（簡易耐火造）と同等と

推測 

 

（２） 耐震診断結果 

・次ページの通り、旭ヶ丘、坂本、津万井、田高の木造団地（113 棟、133 戸）について

は、Ｉｓ値がやや低く「やや危険」との判定となったが、耐震補強までは必要なく、

使用可となった。 

・木造団地を除く団地については問題がなく、耐震補強も不要との結果であった。 

・この結果、本市の全団地が耐震性については問題がなく、耐震補強が不要と判明した

ため、今後市営住宅団地の活用手法の判断を進める。 
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№ 団　地　名 構造 階数
建設
年度

棟数
管理
戸数

募集
状況

新
耐震
基準

耐震診断
年度

耐震診断
結果

(木造以外

基準Is値＞

0.6)

考　　察

木造 1 83 98 停止中 H26 0.83程度 やや危険

1 6 20 停止中

2 3 24 停止中

2 坂本 木造 1 S34 5 10 停止中 × H26 1.0 やや危険 用途廃止予定

3 向ヶ丘 RC 3 S37 1 18 募集中 × H26 0.74～ 補強まで不要 用途廃止候補

1 20 86 停止中

2 27 142 停止中

3 1 30 停止中

4 1 23 停止中

5 津万井 木造 1
Ｓ41
Ｓ42

12 12 停止中 ×
坂本、旭ヶ丘
の木造診断と
同等と判断

0.7～
1.0未満

やや危険 用途廃止予定

6 田高 木造 1
Ｓ41
Ｓ42

13 13 停止中 ×
坂本、旭ヶ丘
の木造診断と
同等と判断

0.7～
1.0未満

やや危険 用途廃止予定

7 上戸田 RC 3 S47 2 30 募集中 × H26 1.11～ 補強まで不要 用途廃止候補

8 高嶋 簡耐 2 S52 2 6 募集中 ×
日野ヶ丘の簡
耐の診断と同
等と判断

0.82～ 補強まで不要 用途廃止候補

9 野村 RC 3 S53 1 18 募集中 × H21 2.72～ 補強まで不要 維持管理

10 大野（大野） 簡耐 2 S54 1 6 募集中 ×
日野ヶ丘の簡
耐の診断と同
等と判断

0.82～ 補強まで不要 用途廃止候補

11 前坂南山 簡耐 2 S55 3 15 募集中 × H26 0.65～ 補強まで不要 用途廃止候補

12 大野（八日） RC 3 S55 2 24 募集中 × H26 1.21～ 補強まで不要 用途廃止候補

13 上野 RC 3 S57 1 18 募集中 ○ 以下維持管理

14 殿ヶ丘 RC 3 S59 1 18 募集中 ○

15 中畑 木造 2
S63
H元

5 10 募集中 ○

16 大野（西林寺） RC 3
H2～
H4

8 48 募集中 ○

下戸田（Ａ棟） 5 Ｈ6 1 40 募集中

下戸田（Ｂ棟） 6 Ｈ9 1 40 募集中

18 黒田北 RC 4 Ｈ11 1 20 募集中 ○

19
黒田
（特公賃
４戸含む）

RC 6 Ｈ14 1 36 募集中 ○

合　　計 202 805

耐震診断実施済みの団地

西脇市　市営住宅　一覧表 Ｈ26.11.1現在

備　　考

1 旭ヶ丘
S30～
S38

× 用途廃止予定

簡耐 H26 2.06～ 補強まで不要

4

日野ヶ丘 簡耐
S39～
S48

× H26 0.82～ 補強まで不要 用途廃止予定

日野ヶ丘Ａ棟 RC H17 ○ 維持管理

17 RC ○

団地概要 耐震診断結果
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５．市営住宅ストックの団地別・住棟別活用計画 

５－１ 耐用年限を迎える住宅について 

（１） 耐用年限を迎える住宅の活用方針検討の必要性について 

・公営住宅等長寿命化計画においては、計画期間終了までに耐用年限を超過する住宅は

建替又は用途廃止とする必要がある。 

・そこで、計画期間終了までに耐用年限を超過する、大野（大野）、高嶋、日野ヶ丘（簡

易耐火造）、旭ヶ丘（簡易耐火造及び木造）、坂本(木造)、津万井（木造）、田高（木造）、

中畑の各団地について、建替か用途廃止かの判定を行う。 

・なお、日野ヶ丘（簡易耐火造）、旭ヶ丘（簡易耐火造及び木造）、坂本(木造)、津万井

（木造）、田高（木造）の５団地については、「西脇市住生活基本計画」において将来

的な集約建替及び用途廃止を想定して募集停止としているが、社会・経済情勢の変化

や上位計画・関連計画等の改正・新設等を受け、改めて活用の方針を検討する。 

 

■工法・築年別に見た耐用年限の状況

西暦 和暦
築後
年数

耐用年限

超過
※1

日野ヶ丘Ａ棟 2006 H18 9年 19年 ◯ 3・4 2 53 4,587

黒田 2002 H14 13年 23年 ◯ 6 1 32 4,782

黒田北 1999 H11 16年 26年 ◯ 4 1 20 2,917

下戸田（Ａ・Ｂ棟） 1994・1997 H7・H11 20～16年 30～26年 ◯ 5・6 2 80 6,568

大野（西林寺） 1991～1993 H3～H5 24～22年 34～32年 ◯ 3 8 48 5,181

殿ヶ丘 1985 S60 30年 40年 △ 3 1 18 1,798

上野 1983 S58 32年 42年 △ 3 1 18 2,829

大野（八日） 1982 S57 33年 43年 △ 3 2 24 3,260

野村 1979 S54 36年 46年 △ 3 1 18 2,332

上戸田 1973 S48 42年 52年 △ 3 2 30 2,024

向ヶ丘 1963 S38 52年 62年 △ 3 1 18 1,703

前坂南山 1981 S56 34年 44年 △ 2 3 15 825

大野（大野） 1980 S55 35年 45年 × 2 1 6 1,151

高嶋 1978 S53 37年 47年 × 2 2 6 808

日野ヶ丘 1965～1974 S40～S49 50～41年 60～51年 × 2 20 86 43,159

旭ヶ丘 1956 S31 59年 69年 × 2 3 24 30,830

日野ヶ丘 1965～1972 S40～S47 50～43年 60～53年 × 1 27 142 -

旭ヶ丘 1964 S39 51年 61年 × 1 6 20 -

坂本 1960 S35 55年 65年 × 1 5 10 1,932

津万井 1966・1967 S41・S42 49～48年 59～58年 × 1 12 12 1,813

田高 1966・1967 S41・S42 49～48年 59～58年 × 1 13 13 1,589

中畑 1989・1990 H1・H2 26～25年 36～35年 × 2 5 10 2,033

旭ヶ丘 1956～1963 S31～S38 59～52年 69～62年 × 1 83 98 -

※1：○…耐用年限内、△…耐用年限1/2超過、×…耐用年限超過 　計画期間終了時までに耐用年限を超過する団地

※2：黒田は特公賃（4戸）を除く戸数

階数 棟数
管理
戸数

敷地
面積
（㎡）

耐火造
（築浅）

70年

耐火造
（築古）

名称

竣工年 法定
耐用
年限

築後
年数

（H27年
3月末時点)

計画期間終了時
（H37年3月末）の状況

簡易
耐火造

（2階建て）
45年

簡易
耐火造

（1階建て）

30年

木造
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（２） 耐用年限を迎える住宅の活用方針検討にあたって 

・活用方針の検討にあたっては、以下の要件に基づいて建替事業の可能性について各団

地の状況を判定し、検討を行う。 

 

① 集約建替の必要性 

・今後の団地管理を効率的に進めるため、数ヶ所の団地を１団地に集約して建替える。 

・住戸規模が少なく敷地面積が小さい団地は、大規模団地へ集約する。 

 

② 適性立地における建替の必要性 

・人口減少や空家の増加等を背景に、都市の縮小が始まっており、今後はよりコンパクト

なまちづくりが必要との認識から、都市再生特別措置法が改正され、立地適正化計画制

度が創設されている。 

・同制度下で立地適正化計画を策定する場合、人口減少の中にあっても一定エリアにおい

て人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保される

よう居住を誘導すべき区域として居住誘導区域を設定することとなっており、公営住宅

も同区域内への誘導が求められる。 

・そこで、本市において将来的に同計画が策定されることを想定し、市街化区域外など

立地条件があまり良くない団地の場合は、より条件が良い団地への集約等を検討する。

立地条件の判定には、都市機能立地支援事業対象区域※1 の要件を満たす区域を優先す

ることとする。 

※1：都市機能立地支援事業対象区域とは、鉄道・地下鉄駅から半径 1 ㎞の範囲内、又はバス・軌道の

停留所・停車場から半径 500m の範囲内（いずれもピーク時運行本数が片道３本以上を満たすもの） 

 

③ 整備手法・方針の検討 

・例えば、民間住宅の借り上げや雇用促進住宅の購入等、建替え以外の方法により受け皿

となる住宅供給が可能かどうか、立地条件や費用面について建替え事業との比較検討を

実施する。 

・建替え事業を実施することが妥当であると判定された団地について、当該団地の入居世

帯の状況や敷地条件を踏まえた事業方針・計画の検討を行う。 
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（３） 建替団地の適性判定 

・建替団地としての判定においては、まず集約建替の可能性について、法的な阻害要因

の有無（開発許可の必要性など）、一団の平坦な敷地を確保できるかどうか（概ね 3,000

㎡以上）、敷地の形状（整形／不整形）の３点から判定を行う。 

・次に立地の状況について、用途地域や都市機能立地支援事業対象区域等の条件につい

て判定を行う。 

 

■計画期間終了時までに耐用年限を超過する団地の諸条件

大野（大野） 45年 1 6 1,151 不整形 なし 調整区域 区域外

高嶋 47年 2 6 808 不整形 なし 調整区域 区域外

日野ヶ丘 60～51年 20 86 43,159 不整形 あり 調整区域
※ 区域外

旭ヶ丘 69年 3 24 30,830 不整形 あり 調整区域 ◯

日野ヶ丘 60～53年 27 142 - 不整形 あり 調整区域
※ 区域外

旭ヶ丘 61年 6 20 - 不整形 あり 調整区域 ◯

坂本 65年 5 10 1,932 不整形 なし 調整区域 区域外

津万井 59～58年 12 12 1,813 整形 あり 都計区域外 区域外

田高 59～58年 13 13 1,589 不整形 なし 都計区域外 区域外

中畑 36～35年 5 10 2,033 整形 あり 都計区域外 区域外

旭ヶ丘 69～62年 83 98 - 不整形 あり 調整区域 ◯

※：日野ヶ丘団地は、地区計画をかけているため、調整区域であるが住宅建設が可能である。

名称
築後年数
（H37年

3月末時点）
棟数

管理
戸数

敷地
面積
（㎡）

簡易
耐火造

（1階建て）

木造

敷地
形状

敷地
高低差

用途地域
都市機能

立地支援事業
対象区域

 

 

① 集約建替の可能性 

・集約建替が可能となる広さの平坦な敷地を有し、法的な阻害要因がない団地は、日野ヶ

丘団地、旭ヶ丘団地の２団地である。 

・このため、上記２団地における建替事業の可能性について立地等の面から検討を行い、

住戸規模が小さく敷地面積も小さい大野（大野）、高嶋、坂本、津万井、田高、中畑の各

団地については用途廃止として、入居者については他団地への集約を前提に整備方針の

検討を行うものとする。 

 

② 適性立地における建替の必要性 

・日野ヶ丘団地及び旭ヶ丘団地について、立地条件の検討を行う。 

・いずれの団地も調整区域内に立地しているが、旭ヶ丘団地は市街化区域に隣接してお

り、鉄道駅から１キロメートル圏内であることから都市機能立地支援事業における中

心拠点区域内となる。また、中国自動車道にも近いなど利便性が高い。 

・一方日野ヶ丘団地は、中心市街地からやや離れた山間地域に立地し、中心拠点区域の

要件には合わない立地で、交通・買い物等の利便性も悪い。 

・そこで、旭ヶ丘団地については現地建替を検討することとし、日野ヶ丘団地について

はより立地条件が良くなるような整備手法がないか検討を行う。 
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■団地別の建替団地としての適性の判定結果 

一団の

平坦な

敷地

（3,000㎡
以上）

敷地

形状

敷地

状況

用途

地域

都市機

能立地

支援事

業対象
区域

地域

バラ

ンス

判定

結果

大野（大野） S54 簡耐
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × ×
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

高嶋 S52 簡耐
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × ×
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

日野ヶ丘
S39
～48

簡耐
・調整区域だが、
　地区計画をか
　けている

○ ○ ○
一部
借地

集約
可能

○
調整
区域

× 北部 △

旭ヶ丘
S30
～38

木造
簡耐

・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ ○ ○
一部
借地

集約
可能

○
調整
区域

○ 南部 ○

坂本 S34 木造
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × × 借地
集約
困難

× － － －
用途
廃止

津万井 S41 木造 ・都市計画区域外 － × ○
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

田高 S41 木造 ・都市計画区域外 － × ×
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

中畑 S63 木造 ・都市計画区域外 － × ○
市有
地

集約
困難

× － － －
用途
廃止

団地名 竣工年 構造

１．集約建替の
可能性

２．立地状況

法的な

阻害要因

判定

結果

 

 

１．集約建替の可能性 

【法的な阻害要因】 

－：阻害要因なし 

△：阻害要因があるが、対応が可能 

×：阻害要因があり、対応が困難 

【一団の平坦な敷地】 

○：現状、一団の平坦な敷地が確保できる 

（概ね 3,000 ㎡以上） 

×：敷地規模が小さく、一団の平坦な敷地は 

確保できない 

【敷地形状】 

○：整形な敷地 

×：不整形な敷地（細長な敷地など） 

 

【敷地状況】 

借地：敷地全てが借地 

一部借地：敷地の一部が借地、一部が市有地 

市有地：敷地全てが市有地 

２．立地状況 

【都市機能立地支援事業対象区域】 

○：区域内である 

×：区域外である 
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■判定結果のまとめ 

１．集約建替の可能性 
 ２．立地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

・地区計画をかけているため、調整区

域内であるが開発が可能 

・一団の平坦な敷地を確保できる 

・法定建替が可能 

・簡易耐火造で入居者が少なく、空地

が多い 

・躯体の傷みが激しい 

【検討要因】 

・斜面地である 

・一部借地である 

・急傾斜地崩壊危険箇所に隣接 

集約建替が可能① 

        ⇒ 日野ヶ丘

 
 
 

・中心市街地から離れた立地で、交通・

買い物等の利便性が悪い 

・鉄道駅１キロメートル圏、バス停 500

メートル圏のいずれにも入らず、都市

機能立地支援事業対象区域の要件を

満たさない 

・立地性が低いため、将来的に入居希望

が少ないことが懸念される 

・公営住宅が比較的多くある北部に立地

⇒より立地条件が良くなるような

整備手法がないか検討する 

立地状況が良くない △ 

         ⇒ 日野ヶ丘

 

 

 

・市街化区域に隣接している 

・鉄道駅１キロメートル圏に入ってお

り、都市機能立地支援事業対象区域の

要件を満たしている 

・中心市街地と中国自動車道の中間に位

置し、交通利便性が高い 

・公営住宅が少ない南部に立地 

 

 

 

⇒現地建替するものとして、事業方

針・計画の検討を行う 

立地状況が良い     ○ 

         ⇒ 旭ヶ丘 

 

 

 

・一団の平坦な敷地を確保できる 

・法定建替が可能 

・簡易耐火造及び木造住宅で入居者が

少なく、空地が多い 

・県営住宅は用途廃止後除却されてお

り、一団の空地がある 

【検討要因】 

・調整区域内である 

・斜面地である 

・概ね借地である 

・急傾斜地崩壊危険区域に一部指定 

・一部を除き、宅地造成等規制区域内

集約建替が可能② 

        ⇒ 旭ヶ丘 

 

 

 

 

 

・敷地が小規模である 

・敷地形状が不整形である 

集約建替が困難③ 

  ⇒大野（大野）、高嶋、 

   坂本、津万井 

   田高、中畑 

 

 

 

・集約建替が困難であるため、建替団地

としての適性がないと判断する 

建替団地としての適性がないこ

とから、用途廃止とする 

判定 

終了 

継続 

判定 

継続 

判定 
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５－２ 活用手法の選定 

（１） 活用手法の選定フロー 

・各団地・住棟別の活用手法は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 21 年 3 月 国

土交通省住宅局）」に基づくフローにより選定する。 

・活用手法は大きく分けて、維持管理（修繕対応）、大規模改修（個別改善又は全面的改

善）、建替、用途廃止である。 

・上記指針に基づく長寿命化計画上の位置づけとして、大規模改修は、建物・設備の整

備・保存状況が比較的良好な場合は、改善の必要な部位に個別に対応する個別改善事

業とする。個別改善では対応が難しい場合は、全面的改善事業とする。 

・本計画において、建替、個別改善又は全面的改善と位置づけることにより、補助金の

交付対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別改善

公営住宅等 既存ストック

平成３６（２０２４）年度末までに耐用年限を経過する住棟

高度（土地）利用の可能性が高く需要が見込める 改善実施後、標準管理期間末経過

用途廃止 建 替 継続判定 維持管理

躯体の安全性の判定
避難の安全性の判定

居住性の
判定

個別改善による
対応の可能性

改修の可能性
の判定

全面的改善
による

対応の可能性

建 替 全面的改善

個別改善
[居住性向上型]
[福祉対応型]

[安全性確保型]

維持管理

長寿命化型改善 必要性の判定

[居住性向上型]
[福祉対応型]

[安全性確保型]
+

長寿命化型

[居住性向上型]
[福祉対応型]

[安全性確保型]
[長寿命化型]

修繕
対応

YES

NOYES YESNO

NO

問題あり

問題なし可能性あり

可能性なし

問題あり

問題なし可能性あり

可能性あり

可能性
なし

可能性なし

住棟・団地相互の連携、まちづくりへの貢献の可能性、
敷地面積や仮住居面での事業の容易性

建 替用途廃止 全面的改善 個別改善 修繕対応

総合的判断

1
次
判
定

２
次
判
定

３
次
判
定
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（２） 活用手法の選定基準 

【１次判定】（判定基準） 

・経年変化、需要（適正立地）、高度利用の必要性と可能性及び改善履歴による評価を行

い、維持管理、建替え、用途廃止の対象とする住棟を判定する。 

・また、維持管理、建替え、用途廃止の判定ができなかった住棟（継続判定）について

２次判定を行う。 

項目 判定基準 判定 

①経過年数 

 

平成 36 年度（計画期間終了年度）末までに耐用

年限を経過する住棟 

②需要及び③高度利用へ 

上記以外 ④改善履歴の状況へ 

②需要(適正 

立地)及び 

③高度利用 

(集約) 

②需要 

 

見込める ○ 

もしくは 

やや見込みが低い △ 

建替候補 

 

③高度利用 必要性、可能性が高い ○ 

②需要 

 

見込める ○ 継続判定→２次判定へ 

 

③高度利用 必要性、可能性が低い × 

②需要 

 

見込めない × 

③高度利用 必要性、可能性が高い ○ 

②需要 見込めない × 用途廃止 

 ③高度利用 必要性、可能性が低い × 

④改善履歴の 

状況 

改善事業の実施後、標準管理期間を経過していな

い住棟 

標準管理期間中は維持管理 

→２次判定④長寿命化型改善へ 

改善事業を実施していない、もしくは改善事業の

実施後、標準管理期間を経過した住棟 

継続判定→２次判定へ 

 

②需要（適正立地）の評価 

・応募倍率及び空き家率の状況等により需要を評価する。 

・都市機能立地支援事業対象地区である場合は適正立地、対象地区外の場合は立地性が低

く将来的な需要も見込めないと判定し、建替団地としての適正が低いと判断する。 

・地域における公営住宅の需要が高いにも関わらず応募倍率が低い団地や空き家率が高い

団地は、建替又は改善による更新の対象とする。 

③高度利用（集約）の必要性及び可能性の評価 

・団地に係る法規制（用途地域、指定容積率等）、位置条件、団地の敷地規模及び形状等

により高度利用（集約）の必要性及び可能性を評価する。 

・市営住宅管理の合理化・効率化を図るため集約建替を前提として、敷地面積概ね 3,000

㎡以上の団地を集約可能につき高度利用可と評価する。 
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【２次判定】（判定基準） 

・１次判定の結果、継続判定となった住棟を対象に、躯体の安全性、避難の安全性、居

住性の順に評価を行い、住棟別の事業内容を検討する。 

・１次判定及び２次判定において、維持対応、個別改善予定とした住棟を対象に、長寿

命化型改善の必要性を検討する。 

項目 判定基準 判定 

①躯体の安全性 

及び 

②避難の安全性 

の判定 

①躯体の安全性 ○ ②避難の安全性 ○ ③居住性判定へ 

①躯体の安全性 ○ ②避難の安全性 × 問題ありとして、 

改修の可能性を判定

する↓ 
①躯体の安全性 × ②避難の安全性 ○ 

①躯体の安全性 × ②避難の安全性 × 

 改修による 

対応の可能性 

改修による耐震性・二方向避難の確保が可能 ③居住性判定へ 

改修による耐震性・二方向避難の確保が不可能 原則は建替候補 

③居住性の判定 以下の項目をチェック 

1)住戸面積：最低居住面積水準：30 ㎡未満／以上（3

人世帯） 

2)住戸・設備の状況：住戸内外、設備が著しく老朽化

あるいは陳腐化している、設備が未整備 

3)共用部分：高齢化対応（エレベーターの有無、敷地

内段差等） 

4)付帯施設：自転車置場・ゴミ置場の有無等 

維持管理とし④へ 

 

上記のいずれかについて課題がある 個別改善の可能性を

判定する↓ 

 個別改善の 

可能性 

個別改善による対応が可能 個別改善とし④へ 

個別改善による対応が不可能 全面的改善の可能性

を判定する↓ 

全面的改善 

の可能性 

全面的改善による対応が可能 全面的改善 

全面的改善による対応が不可能 原則は建替候補 

④長寿命化型 

改善 

耐久性の向上、躯体への影響の低減、維持管理の容易

性等の向上に関する改善が必要 

長寿命型改善を実施 

他の修繕・改善工事と合わせて、予防保全的な改善が

合理的、効率的に行うことができる 

上記にあてはまらず、長寿命化型改善の必要性が低い 長寿命化型改善を実

施しない 

 

①躯体の安全性（耐震性）の判定 

・昭和 56 年の建築基準法施行令（新耐震基準）に基づき設計・施工された住棟。 

・新耐震基準に基づかないが、耐震診断により耐震性が確認されたもの等。 

・上記以外：設計図書及び現地調査により、耐震性について判断する。 

②避難の安全性の判定 

・設計図書等により、二方向避難、防火区画の確保を確認。→ 

耐震性

あり 

避難の安全性あり 
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【３次判定】 

・１次判定及び２次判定による各住棟別の摘要手法の候補の判定過程と結果を踏まえ、

次の視点から団地単位又は団地の一部を対象に総合的検討を行い、住棟別の事業内容

に関する最終判定を行う。 

項目 判定基準 

①団地単位での 

効率的ストック 

活用 

○団地として住棟相互の連携によるストック活用を行うことによる、より

効果的かつ効率的なストック活用の可能性について検討する。 

・建替え、全面的改善又は個別改善と判定された住棟が混在する場合は、

住棟の配置や事業の手順、高度利用の可能性等を勘案して、建替えが適

当と考えられる住棟について隣接住棟との一体的な建替えを検討する。

・大規模な団地等でコミュニティミックスを図る必要がある場合、事業の

平準化を図る必要がある場合には、個別改善、全面的改善又は建替えの

複合的実施を検討する。 

②まちづくりの 

観点から見た 

地域整備への 

貢献 

○周辺市街地における公益的施設等及び基盤施設の整備水準向上の必要

性が高い場合は、これらに配慮したストック活用の可能性を検討する。

・周辺市街地において不足している公益的施設等の団地内における整備を

検討する。 

・団地及び周辺市街地に係る都市計画道路や公共下水道等の整備計画があ

る場合は、団地整備への影響やそれらの整備時期を勘案し、団地の整備

時期等を検討する。 

・団地敷地に隣接する狭隘道路の拡幅道路を検討する。 

③地域単位での 

効率的ストック 

活用 

○建替えや全面的改善が必要な複数の団地が一定の地域内で隣接して立

地する場合等は、団地相互の調整による、より効果的かつ効率的なスト

ック活用の可能性について検討する。 

・団地相互での住み替えによりコミュニティミックスや事業の平準化が可

能となる場合、仮住居の確保や居住者の移転負担の軽減が可能となる場

合は、整備時期の調整を図るなど複合的実施を検討する。 

・高度利用の可能性が低く、他の敷地での高度利用の可能性がある場合は、

別の敷地での整備（いわゆる非現地建替え）を検討する。 

④周辺道路の 

整備状況 

○全面的改善もしくは建替えの実施に際して必要となる大型工事車両等

のアクセス道路の確保、資材置き場の確保等について検討する。 

・幅員６ｍ未満の道路でしか接続されていない団地において、当該道路の

拡幅整備の実施可能時期を勘案しつつ、全面的改善もしくは建替えを行

うことを検討する。 

⑤仮住居の確保 ○全面的改善もしくは建替えの実施に際して必要となる仮住居の確保に

ついて検討する。 

・同一団地内もしくは近隣における建替事業等の実施スケジュールを勘案

し、仮住居の必要時期、戻り入居の時期等の調整を行いつつ、維持保全、

全面的改善もしくは建替えのスケジュールを検討する。 

⑥他の事業主体 

との連携 

○他の事業主体との連携による効率的な手法の運用について検討する。 

○多様な世帯が居住するコミュニティミックスの促進の観点、土地の高度

有効利用・敷地の整形化の観点、団地の円滑な更新の観点から、以下の

連携方策を検討する。 

・他の事業主体による公共賃貸住宅との合築の検討 

・他の事業主体による公共賃貸住宅との土地交換 

・供給スケジュールの検討 

・近接、隣接団地での高齢者世帯、若年世帯の世帯構成のバランス調整 

・余剰地の創出による社会福祉施設等の誘導、一体的整備 
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【判定結果（１）】 

団地名 

１次判定 ２次判定 

耐
用
年
限 

需
要
（
適
正
立
地
） 

高
度
利
用
（
集
約
） 

改
善
履
歴 

判
定
結
果 

躯体・避難の安全性 

躯
体
・
避
難
の 

安
全
性 

改
修
に
よ
る 

対
応
の
可
能
性 

旭ヶ丘 × ◯ ◯ － 建替候補   

坂本 × × × － 用途廃止   

向ヶ丘 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

日野ヶ丘 × △ ◯ － 建替候補   

日野ヶ丘Ａ棟 

（Ａ－１） 
◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

日野ヶ丘Ａ棟 

（Ａ－２） 
◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

津万井 × × × － 用途廃止   

田高 × × × － 用途廃止   

上戸田 1号棟 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

上戸田 2号棟 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

高嶋 × × × － 用途廃止   

野村 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

大野（大野） × × × － 用途廃止   

前坂南山 ◯ － － なし 継続判定 問題なし  

 

耐用年限（平成 36 年度末までの経過状況） 
×：平成 36 年度末までに超過するもの 
○：平成 36 年度末までに超過しないもの 

需要 
×：見込めない(立地×) 
△：やや見込みが低い(立地△) 
○：見込める(立地◯) 

高度利用 
×：高度利用の必要性、可能性が低い 
△：高度利用の必要性、可能性にやや難あり

○：高度利用の必要性、可能性が高い 
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２次判定（続き） 

３次判定 
選定した 

活用手法 

居住性 長
寿
命
化
型
改
善
の 

必
要
性 

判
定
結
果 

居
住
性
の
判
定 

個
別
改
善
の 

可
能
性 

全
面
的
改
善
の 

可
能
性 

      建替候補 

      用途廃止 

・3箇所給湯× 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 

あり － あり 個別改善 次期計画期間に耐用年限を迎える

ため、用途廃止候補として当面修

繕対応とする 

修繕対応 
(用途廃止候補)

     都市機能立地支援事業対象区域外

で、立地性が低いため、整備手法

については検討を要する 

建替候補 
（整備手法は 

要検討） 

・エレベーター既存 

不適格 
－ － なし 個別改善  個別改善 

(安全性対応型)

・エレベーター既存 

不適格 
－ － なし 個別改善  個別改善 

(安全性対応型)

      用途廃止 

      用途廃止 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 

あり － あり 個別改善 個別改善を実施するが、耐用残年

限が30年未満で費用対効果が見込

めないためエレベーター設置は見

送る 

個別改善 
(居住性向上型/

福祉対応型/ 

長寿命化型) 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応× 

・エレベーター× 

あり － あり 個別改善 個別改善を実施するが、耐用残年

限が30年未満で費用対効果が見込

めないためエレベーター設置は見

送る 

個別改善 
(居住性向上型/

福祉対応型/ 

長寿命化型) 

      用途廃止 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 

あり － なし 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(居住性向上型/

福祉対応型) 

      用途廃止 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応仕様× 

あり － なし 個別改善 次期計画期間に耐用年限を迎える

ため、用途廃止候補として当面修

繕対応とする 

修繕対応 
(用途廃止候補)

２次判定不要 ３次判定不要

３次判定不要２次判定不要 

２次判定不要 

３次判定不要

３次判定不要

２次判定不要 ３次判定不要

２次判定不要 

２次判定不要 ３次判定不要

２次判定不要 ３次判定不要

３次判定不要
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【判定結果（２）】 

団地名 

１次判定 ２次判定 

耐
用
年
限 

需
要
（
適
正
立
地
） 

高
度
利
用
（
集
約
） 

改
善
履
歴 

判
定
結
果 

躯体・避難の安全性 

躯
体
・
避
難
の 

安
全
性 

改
修
に
よ
る 

対
応
の
可
能
性 

大野（八日） 

1 号棟 
◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

大野（八日） 

2 号棟 
◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

上野 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

殿ヶ丘 ○ － － なし 継続判定 問題なし － 

中畑 × × × － 用途廃止   

大野（西林寺） 

Ａ・Ｂ・Ｃ号棟 
◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

大野（西林寺） 

Ｄ・Ｅ号棟 
◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

大野（西林寺） 

Ｆ・Ｇ・Ｈ号棟 
◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

下戸田Ａ棟 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

下戸田Ｂ棟 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

黒田北 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 

黒田 ◯ － － なし 継続判定 問題なし － 
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２次判定（続き） 

３次判定 
選定した 

活用手法 

居住性 長
寿
命
化
型
改
善
の 

必
要
性 

判
定
結
果 

居
住
性
の
判
定 

個
別
改
善
の 

可
能
性 

全
面
的
改
善
の 

可
能
性 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 

あり － なし 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(居住性向上型/

福祉対応型) 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 

あり － なし 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(居住性向上型/

福祉対応型) 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 

あり － なし 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(居住性向上型/

福祉対応型) 

・3箇所給湯× 

・浴室設備× 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 

あり － あり 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(居住性向上型/

福祉対応型/ 

長寿命化型) 

      用途廃止 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 
あり － あり 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(福祉対応型/ 

長寿命化型) 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 
あり － あり 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(福祉対応型/ 

長寿命化型) 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター× 
あり － あり 個別改善 個別改善を実施するが、戸数が 20

戸未満で費用対効果が見込めない

ことや階段室型であることから、

エレベーター設置は見送る 

個別改善 
(福祉対応型/ 

長寿命化型) 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター既存 

不適格 

あり － あり 個別改善  個別改善 
(福祉対応型/ 

安全性対応型/

長寿命化型) 

・高齢者対応仕様× 

・エレベーター既存 

不適格 

あり － あり 個別改善  個別改善 
(福祉対応型/ 

長寿命化型/ 

安全性対応型)

・エレベーター既存 

不適格 
あり － あり 個別改善  個別改善 

(長寿命化型/ 

安全性対応型)

・エレベーター既存 

不適格 
あり － なし 個別改善  個別改善 

(安全性対応型)

３次判定不要２次判定不要 

３次判定不要

３次判定不要

３次判定不要

３次判定不要
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５－３ 活用手法の選定結果 

■活用手法選定結果のとりまとめ

安全性

対応型

居住性

向上型

福祉

対応型

長寿命

化型

旭ヶ丘 S30～38 木造・簡耐 142 ●

坂本 S34 木造 10 ●

向ヶ丘 S37 中層耐火 18 ●

日野ヶ丘 S39～48 簡耐 228 ●

日野ヶ丘Ａ棟　Ａ-１ H17 中層耐火 30 ●

日野ヶ丘Ａ棟　Ａ-２ H17 中層耐火 23 ●

津万井 S41 木造 12 ●

田高 S41 木造 13 ●

上戸田　１号棟 S47 中層耐火 12 ● ● ●

上戸田　２号棟 S47 中層耐火 18 ● ● ●

高嶋 S52 簡耐 6 ●

野村 S53 中層耐火 18 ● ● ●

大野（大野） S54 簡耐 6 ●

前坂南山 S55 簡耐 15 ●

大野（八日） S55 中層耐火 24 ● ● ●

上野 S57 中層耐火 18 ● ● ●

殿ヶ丘 S59 中層耐火 18 ● ● ●

中畑 S63 木造 10 ●

大野（西林寺）A～Ｃ棟 H2 中層耐火 18 ● ●

大野（西林寺）Ｄ、Ｅ棟 H3 中層耐火 12 ● ●

大野（西林寺）Ｆ～Ｈ棟 H4 中層耐火 18 ● ●

下戸田　Ａ棟 H6 中層耐火 40 ● ● ●

下戸田　Ｂ棟 H9 高層耐火 40 ● ● ●

黒田北 H11 中層耐火 20 ● ●

黒田 H14 高層耐火 36 ●

団地名 竣工年 構造
管理
戸数

選定した活用手法

建替
用途
廃止

個別改善

修繕
対応
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５－４ 整備の目標戸数と水準 

（１） 公営住宅等による要支援世帯数・供給目標量の設定 

・「公営住宅供給目標量設定支援プログラム※１（国土交通省住宅局）」のフローに準じ、各種調

査による統計データ※２を活用して、計画期間（平成 27～36 年度の 10 年間）の要支援世帯

数※３を推計し、西脇市内の公営住宅等（市営・県営住宅）の供給量と比較検討することで、

要支援世帯に対する公営住宅等の供給目標量を確認する。 

・現住生活基本計画において用途廃止あるいは建替としている旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津万

井、田高の５団地に加え、本計画期間中に耐用年限を迎える高嶋、大野（大野）、中畑の３

団地を用途廃止として、来年度から募集停止をかけると想定する。 

・さらに、次期計画期間中（平成 37～46 年度の 10 年間）に耐用年限を迎える前坂南山と向ヶ

丘についても、次期計画において用途廃止候補と判定したため、耐用年限の 10 年前から募

集停止にすると想定して、供給目標戸数の検証を行った。 

※１：使用する要支援世帯の算出プログラム：公営住宅供給目標量設定支援プログラム【国土交通省】 

※２：統計データ：国勢調査、住宅・土地統計調査、日本の世帯数の将来推計 等 

※３：要支援世帯数：地域の実情に応じて設定する「公的な支援により居住の安定の確保を図るべき世帯」をい

う。公営住宅入居資格世帯数。 

 

■要支援世帯数・供給目標量の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西脇市内で、公営住宅以外の借家

に住む世帯数を推計 

・この世帯数を元に、世帯の収入と

居住面積水準から 10 年間に発生

する要支援世帯数を算出 

 

 

 

 

 

・これまでの募集実績から、年間の

空き家の発生率を想定 

・募集対象ストック数（用途廃止等

による募集停止を除くストック

数）に空き家発生率を乗じて、年

間募集戸数を推計 

・10 年間の合計数を算出 

・計画期間中には建替事業の予定が

ないので、上記の合計数が空き家

募集戸数となる 

要支援世帯数 

＝公営住宅入居資格世帯数 

公営住宅等の供給目標量 

＝市営・県営住宅の空き家・新

設（建替）住宅の募集戸数 

《公営住宅供給目標量設定プログラムによる算定》 

要支援世帯数 

＝◯◯世帯 

公営住宅等の供給目標量 

＝＊＊戸 
 比較
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（２） 西脇市における公営住宅等の要支援世帯 

Ａ：収入分位 25％以下かつ最低居住面積水準未満世帯（35 世帯） 

・年収が低く、かつ賃貸住宅市場において、適切な家賃負担の範囲内で最低居住面積水準以上

の住宅を確保できておらず、緊急に公的な支援が必要と推測される世帯。 

Ｂ：収入分位 25％以下で最低居住面積水準以上誘導居住面積水準以下の、高家賃負担率世帯（134

世帯） 

・年収が低く、賃貸住宅市場において最低居住面積水準以上の住宅を確保しているものの高い

家賃負担を余儀なくされており、緊急に公的支援が必要と推測される世帯。 

Ｃ：収入分位 25～40％以下の高齢単身・夫婦世帯、子育て世帯、障がい者を抱える世帯かつ最

低居住面積水準未満世帯（59 世帯） 

・収入以外の様々な要因により、賃貸住宅市場において適切な家賃負担の範囲内で最低居住面

積水準以上の住宅を確保できておらず、公的支援が必要と推測される世帯。 

Ｄ：収入分位 25～40％以下の高齢単身・夫婦世帯、子育て世帯、障がい者を抱える世帯かつ最

低居住面積水準以上誘導居住面積水準以下の高家賃負担率世帯（142 世帯） 

・収入以外の様々な要因によって、賃貸住宅市場において最低居住面積水準以上の住宅を確保

しているものの、高い家賃負担を余儀なくされており、公的な支援が必要と推測される世帯。 

※：収入分位○％とは、総務省統計局の家計調査において、2 人以上世帯を収入の低い順に並べ、収入の低い方

から、それぞれ 25％、40％に該当するグループをいう。 

 

■要支援世帯数のうちわけ（Ｈ27 年度～Ｈ36 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考：最低居住面積水準による世帯人数別の面積（例）》【 】は、3～5歳児が 1人含まれる場合 

世帯人数別の面積（例） 単位（㎡） 

単身 2 人 3 人 4 人 5 人 

25 
 

30 
【30】 

40 
【35】 

50 
【45】 

57 
【52.25】

最低居住 
面積水準 

誘導居住 
面積水準 

「裁量階層」 

公営住宅対象階層 40％ 

政令月収 21万 4千円 

「本来階層」 

公営住宅対象階層 25％ 

政令月収 15万 8千円 

 
 
 
 
100％算入

 
 
 
 
100％算入

 
 

Ａ：35 世帯 
 
100％算入

 
 
 
 
100％算入

Ｂ：134 世帯 

居住 
面積 

月収 

[公営住宅以外の賃貸住宅に居住する世帯] 

Ｃ：59 世帯 Ｄ：142 世帯 

要支援世帯数 ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝ 370世帯
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（３） 公営住宅等の供給目標量（10 年間） 

a：市営・県営住宅の空き家発生率（年間） 

・町営・県営住宅を合わせた募集実績から、年間 6.52％の空き家が発生すると想定。 

b：市営住宅の募集対象ストック数（10 年間の平均値※） 

・用途廃止・建替等による募集停止を除くストック数＝平均約 307 戸 

c：県営住宅の募集対象ストック数（10 年間の平均値※1） 

・用途廃止・建替等による募集停止を除くストック数＝平均 261 戸 

d：既存ストックの空き家募集戸数（10 年間）＝ a ×（ b ＋ c ）× 10 ＝ 370 戸 

e：公営住宅の供給目標量＝ d ＝ 370 戸 

※：p.64「西脇市の公営住宅ストック数の推移」参照 

 

 

（４） 公営住宅等の供給目標戸数 

・現住生活基本計画において用途廃止あるいは建替とした旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津万井、

田高の５団地に加え、本計画期間中に耐用年限を迎える高嶋、大野（大野）、中畑の３団地

を用途廃止とした場合の公営住宅等の供給目標戸数について、検証を行った。 

・その場合の募集可能ストック数は 568 戸となるため、今後 10 年間で 370 戸の空き家募集が

見込まれる。本計画期間中に公営住宅建替事業の予定はないため、新設住宅の募集戸数は考

慮しない。このため、本計画期間中の公営住宅等の供給目標量は 370 戸となる。 

・上記の供給目標量により、（２）にて算出した本計画期間中に発生すると推計される要支援

世帯数 370 世帯に対応することが可能である。 

 

■公営住宅等の供給目標量（計画期間（Ｈ27 年度～Ｈ36 年度）中の推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 整備水準 

・居住水準に関しては、家族構成と居住している住戸の間取りの不適合への対応をはかりつつ、

高齢化社会に対応したバリアフリー等の性能向上を行い、超高齢化社会を見据えた、将来に

おいても使用に耐えうる居住水準を確保する。 

《公営住宅供給目標量設定プログラムによる算定》 

要支援世帯数 

＝370 世帯 

公営住宅等の空き家募集戸数 

＝370 戸 
 比較

【結論】計画期間中に耐用年限を迎える８団地を用途廃止とし、来年度から

募集停止にした場合も、残りの公営住宅等募集可能ストック数によ

り、10 年間の要支援世帯数に対応可能である。 
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■西脇市における公営住宅ストック数の推移

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

木造 98 96 94 92 90 88 86 84 82 80 78

簡易耐火（1Ｆ） 24 24 23 22 21 20 19 18 17 16 15

簡易耐火（2Ｆ） 20 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11

坂本 木造 10 10 9 8 7 6 5 4 3 2 1

向ヶ丘 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

簡易耐火（1Ｆ） 86 86 84 82 80 78 76 74 72 70 68

簡易耐火（2Ｆ） 142 142 140 138 136 134 132 130 128 126 124

中層耐火 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

中層耐火 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23

津万井 木造 12 12 11 10 9 8 7 6 5 4 3

田高 木造 13 13 12 11 10 9 8 7 6 5 4

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

高嶋 簡易耐火 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

野村 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

大野（大野） 簡易耐火 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

前坂南山 簡易耐火 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

上野 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

殿ヶ丘 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

中畑 木造 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

下戸田（Ａ棟） 中層耐火 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

下戸田（Ｂ棟） 高層耐火 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

黒田北 中層耐火 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

黒田（特公賃除く） 高層耐火 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32

市営募集対象ストック 343 321 321 306 306 306 306 306 306 306 288

市営募集停止 458 478 467 471 460 449 438 427 416 405 412

市営ストック数計 801 799 788 777 766 755 744 733 722 711 700

市営募集対象ストック

平均※2

県営募集対象ストック 261 261 261 261 261 261 261 261 261 261 261

県営募集停止 78 78 78 78 78 78 78 78 78 78 78

県営ストック数計 339 339 339 339 339 339 339 339 339 339 339

県営募集対象ストック

平均※2

公営募集対象ストック　計 604 582 582 567 567 567 567 567 567 567 549

平均※2

公営ストック数　計 1140 1138 1127 1116 1105 1094 1083 1072 1061 1050 1039

平均※2

凡例 　：募集対象ストック（既存団地）

　：募集対象ストック（建替え団地）

　：募集停止

※3：　用途廃止予定としている向ヶ丘、前坂南山の２団地は、耐用年限の10年前から募集停止と想定

※4：　平均は全て端数切り捨て

市営住宅

旭ヶ丘

日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

上戸田

大野（八日）

大野（西林寺）

5年間平均 10年間平均

312 307

県営住宅

5年間平均 10年間平均

261 261

1088

※1：　用途廃止予定のため募集停止をかけている旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘（Ａ棟除く）、津万井、田高の各団地では、これまでの
　　　　実績から、入居世帯が１年に１戸のペースで減少すると仮定し、空家を順次除却するものと想定している。
　　　　（ただし、戸数規模が大きい旭ヶ丘（木造）及び日野ヶ丘（簡易耐火１Ｆ・２Ｆ）団地では、１年に２戸と仮定）。

※2：　旭ヶ丘団地では、平成33～35年に建替事業を予定しているが、建替後の住宅は全て現入居者の戻り入居用と想定してい
　　　　るため、新規募集はしないものとして募集可能戸数をあげていない。

西脇市内
公営住宅

計

5年間平均 10年間平均

573 568

5年間平均 10年間平均

1116
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５－５ 長寿命化を図るべき公営住宅の戸数 

【対象】 

・本計画に位置づける対象住宅は、西脇市が管理する市営住宅やそれらに付帯する全ての施設

とする。また、当該住宅入居者の共同の福祉のために必要な集会所等の共同施設も対象とす

る。 

 

【市営住宅のストック活用手法別戸数】 

対  象 一般 

住宅 

特公賃 

住宅 

全 体 備  考 

市営住宅管理戸数 801 戸 4 戸 805 戸 － 

 

維持管理 374 戸 4 戸 378 戸 － 

 

うち修繕対応 33 戸 0 戸 33 戸 向ヶ丘、前坂南山 

うち個別改善 341 戸 4 戸 345 戸

日野ヶ丘Ａ棟、上戸田、野村、大野(八

日)、上野、殿ヶ丘、大野(西林寺)、下

戸田、黒田北、黒田 

建替 370 戸 0 戸 370 戸 旭ヶ丘、日野ヶ丘 

用途廃止 57 戸 0 戸 57 戸
坂本、津万井、田高、高嶋、大野(大野)、

中畑 
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６．市営住宅における建替事業等の実施方針 

６－１ 日野ヶ丘団地等の計画見直し 

（１） 日野ヶ丘団地建替事業の進め方について 

・日野ヶ丘団地は、敷地面積が約 4.3ha と、西脇市市営住宅団地の中で最大の敷地面積である

ことから、集約建替を前提とする建替団地としての適性が高いが、以下の通り、立地性が低

いという課題がある。 

・中心市街地から離れた立地で、交通・買い物等の利便性が悪い。 

・鉄道駅１キロメートル圏、バス停 500 メートル圏のいずれにも入らず、都市機能立地支

援事業対象区域の要件を満たさない。 

・立地性が低いため、将来的に入居希望が少ないことが懸念され、また公営住宅が比較的

多くある北部に立地している。 

・そこで、日野ヶ丘団地についてはより立地条件が良くなるような整備手法、すなわち非現地

建替や西脇市内の公的賃貸住宅の活用等について検討を行う。 

・なお、従来の市直営による事業の他、ＰＰＰあるいはＰＦＩといった民間の資金や技術的能

力を活用した整備手法についても検討を実施する。 

 

①中心市街地の空家・空き地等を活用した集約建替 

・今年度実施した西脇地区（うち６町）の空家調査結果から、中心市街地に多くの空家や空き

地が見られる状況であることが明らかとなった。 

・今年度制定された空家等対策の推進に関する特別措置法、及び今年度改正された都市再生特

別措置法に基づく立地適正化計画制度等を鑑み、特に市街地においては今後空家や空き地の

活用・更新を強力に進める必要があることから、市街地の空家や空き地を活用した集約建替

について検討することとする。 
 

 

②市内の公的賃貸住宅の活用 

・建替以外の方法として、西脇市内の雇用促進住宅を購入し、日野ヶ丘団地入居者の一時的な

受け皿住宅として活用することが考えられる。 

・そこで、市内の雇用促進住宅について、立地状況、建物の維持管理状況、購入費用等を調査

し、活用可能性について検討を実施する。 
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（２） 日野ヶ丘団地の建替に関するアンケート調査結果 

 

問 10 市営住宅の建替えについて 

・問 10、問 11 では、日野ヶ丘団地（Ａ棟除く）にお住まいの方を対象とし、市営住宅の建替

えについて尋ねた。 

 

① 市営住宅の建替えを順次進めるべきか 

・「はい（進めるべき）」が約 65％、「いいえ（進めるべきでない）」が約 35％となり、全体の

ほぼ３分の２は建替えを順次進めるべきと考えていることが分かった。 

 

件　数 ％

はい（進めるべき） 51 65.4

いいえ（進めるべきでない） 27 34.6

全　体 78 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

 

② 市営住宅の建替え時期 

・建替え時期については、「早く（概ね５年以内）」が約 37％で最も多く、次に「できるだけ早

く（５年以上 10 年以内）」（24％）、「当分しなくて良い」（約 29％）の順に多い。 

・「早く（概ね５年以内）」と「できるだけ早く（５年以上 10 年以内）」を合わせると約 61％と

なり、６割強が 10 年以内の建替えを希望している。 

 

件　数 ％

早く（概ね5年以内） 28 37.3

できるだけ早く（5年以上10年
以内）

18 24.0

いずれ（10年以上先） 7 9.3

当分しなくて良い 22 29.3

全　体 75 100.0  

 

はい（進めるべ

き）

65.4%

いいえ（進める

べきでない）

34.6%

問10（1）市営住宅の建替えについて《不明：12件を除く》

（Ｎ＝78）

早く（概ね5年以

内）

37.3%

できるだけ早く

（5年以上10年以

内）

24.0%

いずれ（10年以

上先）

9.3%

当分しなくて良

い

29.3%

問10（2）市営住宅の建替え時期 《不明：15件を除く》

（Ｎ＝75）
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③ 建替え市営住宅に望むこと（複数回答） 

・建替えをする場合、新しい市営住宅に望むこととして、あてはまるもの３つまでを選択して

もらった。 

・最も割合が高かったのは「清潔な水回り（浴室・台所・洗面所など）」で 74％、次いで「狭

くてもいいから家賃を安く」（約 69％）、「高齢者への配慮（バリアフリー化・車椅子対応・

手すりなど）」（約 58％）と続いている。 

・一方、「通学、通勤、買い物など日常の行動を考慮した立地」（約 14％）、「交通の便利さ」（約

９％）といった、立地の良さや利便性についてはあまり割合が高くなかった。 

 

件　数 ％

狭くてもいいから家賃を安く 53 68.8

室内の広さ・部屋数 23 29.9

清潔な水回り（浴室・台所・洗面所など） 57 74.0

高齢者への配慮（バリアフリー化・車椅子対応・手すりなど） 45 58.4

交通の便利さ 7 9.1

通学、通勤、買い物など日常の行動を考慮した立地 11 14.3

その他 1 1.3

全　体 77 100.0

不明 13 -

回答者総数※ 90 -

※：日野ヶ丘団地（A棟除く）にお住まいの回答者数  

68.8 

29.9 

74.0 

58.4 

9.1 

14.3 

1.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

狭くてもいいから家賃を安く

室内の広さ・部屋数

清潔な水回り（浴室・台所・洗面所など）

高齢者への配慮（バリアフリー化・車椅子対応・手

すりなど）

交通の便利さ

通学、通勤、買い物など日常の行動を考慮した立地

その他

（％）

問10（3）建替え市営住宅に望むこと

（Ｎ＝77）
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④ 建替え市営住宅の建物 

・建替えをする場合、建替え後の市営住宅はどのような建物がよいか尋ねたところ、「鉄筋コ

ンクリート造の中高層集合住宅（３階建て以上、エレベーターあり）」が 38％、「木造の低層

集合住宅（２階建て、エレベーターなし）」が約 30％で、鉄筋コンクリート造の方がやや高

かった。 

 

件　数 ％

木造の低層集合住宅（2階建
て、エレベーターなし）

21 29.6

鉄筋コンクリート造の中高層
集合住宅（3階建て以上、エ
レベーターあり）

27 38.0

特になし 23 32.4

全　体 71 100.0  
 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 現在入居中の市営住宅が建替えられる場合について 

① 建替え市営住宅への入居 

・現在入居中の市営住宅が建替えられる場合、建替え後の市営住宅への入居を希望するかにつ

いては、「同じ団地内での建替えなら希望する」が 72％で最も多かった。 

・一方、「建替え後の団地なら市内のどこの団地でも希望する」（12％）、「同じ小学校区内の建

替えなら希望する」（約３％）のように、別の団地への移転も考える方が 15％あった。 

・さらに、「希望しない（退去する）」という方も約 13％見られた。 

 

件　数 ％

同じ団地内での建替えなら希
望する

54 72.0

建替え後の団地なら市内の
どこの団地でも希望する

9 12.0

同じ小学校区内の建替えな
ら希望する

2 2.7

希望しない（退去する） 10 13.3

全　体 75 100.0  

 

木造の低層集合

住宅（2階建て、

エレベーターな

し）

29.6%

鉄筋コンクリー

ト造の中高層集

合住宅（3階建て

以上、エレベー

ターあり）

38.0%

特になし

32.4%

問10（4）建替え市営住宅の建物 《不明：19件を除く》

（Ｎ＝71）

同じ団地内での

建替えなら希望

する

72.0%

建替え後の団地

なら市内のどこ

の団地でも希望

する

12.0%

同じ小学校区内

の建替えなら希

望する

2.7%

希望しない（退

去する）

13.3%

問11（1）建替え市営住宅への入居 《不明：15件を除く》

（Ｎ＝75）
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② ①で「希望しない」を選択した場合の理由 

・問 11 の（１）で「希望しない（退去する）」を選択した方に、その理由を尋ねたところ、「家

賃が上がるから」「長年住んでいるところを離れたくないから」が 40％ずつとなった。 

 

件　数 ％

家賃が上がるから 4 40.0

長年住んでいるところを離れ
たくないから

4 40.0

引っ越しが面倒だから 0 0.0

その他 2 20.0

全　体 10 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ①で「希望しない」を選択した場合のその後の意向 

・問 11 の（１）で「希望しない（退去する）」を選んだ方に、その後どうされるか、意向を尋

ねたところ。「わからない」が約 88％で最も多く、次に「子どもや親の家に移る」が約 13％

で多かった。 

 

件　数 ％

民間の借家に移る 0 0

子どもや親の家に移る 1 12.5

持ち家を買う、又は建てる 0 0

わからない 7 87.5

全　体 8 100  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家賃が上がるか

ら

40.0%

長年住んでいる

ところを離れた

くないから

40.0%

その他

20.0%

問11（2） （1）で「4.希望しない」場合の理由

《不明：1件を除く》（Ｎ＝10）

子どもや親の家

に移る

12.5%

わからない

87.5%

問11（3） （1）で「4.希望しない」場合その後の意向

《不明：3件を除く》（Ｎ＝8）
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④ 家賃の増加について 

・「5 千円増まで」が最も多く約 56％、次に「1 万円増まで」が約 30％で続いており、合わせ

ると 9割近くとなる。 

・「1 万 5千円増まで」と「2万円増まで」がいずれも約 7％見られる。 

 

件　数 ％

5千円増まで 41 56.2

1万円増まで 22 30.1

1万5千円増まで 5 6.8

2万円増まで 5 6.8

2万5千円増まで 0 0.0

2万5千円増以上 0 0.0

全　体 73 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

5千円増まで

56.2%
1万円増まで

30.1%

1万5千円増まで

6.8%

2万円増まで

6.8%

問11（4）家賃の増加について 《不明：17件 を除く》

（Ｎ＝73）
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６－２ 旭ヶ丘団地建替事業の今後の方向性について 

（１） 旭ヶ丘団地の現況と課題 

・旭ヶ丘団地は、敷地面積が約３ha 強と大規模敷地であることから、集約建替を前提とする建

替団地としての適性が高い。 

・また、立地適正化計画の都市機能誘導区域の１つの要件である鉄道駅１㎞圏、バス停 500m

圏に該当している。 

・西脇市の市街地は南部に発展しつつあり、当地区は市街化調整区域ではあるが、板波町の市

街地に連担しており、住宅立地としては適地であると言える。 

・しかし、当団地は山すそに立地しており、団地全体が東垂れの斜面地になっている。また、

敷地の一部が土砂災害警戒区域及び山腹崩壊危険区域にかかっており、開発行為が制限され

る地域となっている。 

・当団地は、全戸耐用年限を超過している木造及び簡易耐火造の老朽団地のため、以前から入

居停止となっており、そのため公共下水も布設されていない。 

・現在入居停止中で１棟全体が空家にならないと用途廃止できないので、管理戸数は 142 戸、

入居戸数は 115 戸となっている。 

・隣接する県営住宅の旭ヶ丘団地は用途廃止が決まっており、現在順次解体・除却しており、

現存戸数は 24 戸にまで減少している。 

・県営住宅の部分も含め、敷地の大半は借地（個人及び財産区）であり、西脇市の所有地は集

会所の部分（約 600 ㎡）と道路及びその周辺部のみである（平成 26 年度現在地積調査中）。 

 

（２） 建替事業の実施方針 

① 建替戸数をしぼる 
・当団地の管理戸数は 142 戸であるが、「５－４ 供給目標戸数の検討」において検証したとお

り、西脇市の公営住宅需要から見て全戸数の建替をする必要はない。 

・法定建替とするためには、管理戸数以上の建替又は福祉施設併設の団地とする必要がある。 

・このため、空き住戸に対して用途廃止手続きを行い、解体・除却することにより、管理戸数

を大幅に減少させる必要がある（木造・簡易耐火造住宅は１棟ごとの用途廃止が可能）。 

 

 

 

 

② 建替用地の選定 
・当団地内の市営住宅の空き住戸はばらばらに分散しており、まとまった空き住戸のかたまり

はない。 

・県営住宅敷地は、用途廃止のため現時点でほとんどが更地となっており、その敷地も地元か

ら市が借地したものをさらに県に転貸しているものである。このため、県営住宅の完全用途

廃止以降は県と市の借地関係はなくなり、地元から市が借地しているという状態になる。 

・以上より、新たな建替用地は、現在の県営住宅敷地が適当であると考えられる。 

・また、現県営住宅敷地は、大部分が土砂災害計画区域に入っておらず、土地の勾配もゆるや

かであり、建築敷地としても良好である。 

用途廃止手続きを進め、管理戸数を減させる 
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・さらに、山腹部の数戸の民間住宅には公共下水道が入っているが、県営住宅敷地はその近く

であり、新たな公共下水道の布設も距離が短く有利である。 

 

 

 

 

③ 建築形態の選定 
・建替にあたっては、バリアフリー化が必須である。RC 造の場合はエレベーター設置が不可

欠であるが、管理効率を考慮すると、少なくとも１基あたり 30 戸程度の戸数が必要となる。 

・しかし、当地区は市街化調整区域であり、建築許可基準で建築高さが 12ｍ以下に制限されて

いるため、通常であれば３階建となる。そのため、30 戸の住戸規模とする場合 10 スパンの

住棟が必要となるが、団地全体が山すその傾斜地である当敷地では、大きな擁壁を伴う造成

を要することとなる。必然的にコストもかさむため、建築計画としては適切とは言い難い。 

・また、RC 造とすれば耐用年限が 70 年となり、今後人口減少がより進展した場合に対応が困

難である。 

・一方、木造住宅であれば、現団地と同じで、新たな造成も必要なく、容易に建築できる。 

・また、全戸を接地型にすれば、バリアフリー対応としても問題ない。 

 

 

 

 

④ 住戸バリエーションについて 
・世帯人数に対応した型別供給は必然であり、単身用の１DK から家族向けの２DK、３DK ま

でバリエーションをそろえる。 

・一戸建は住民意識の関係から公営住宅ではあまり計画されておらず、本計画も２戸１をベー

スに考える。 

・その際、住戸の奥行を統一しておけば、型別の組み合わせによる様々な住棟が可能となる。 

 

 

 

 

（３） 団地建替プランの検討 

・上記方針及び全戸駐車場を完備する方針を基に、建替プランの検討を行った。 

・結果として、県営住宅の住棟３列を住棟２列の配置とするプランとすることで、敷地の有効

利用を図りつつ多様な間取りの住宅を整備できることが分かった。 

 

 

（４） 建替予定時期について 

・本計画においては、新規入居者ではなく、既存入居者の居住性向上等のために建替等を検討

することとしている。 

・よって、建替予定時期は平成 33 年～35 年頃とするが、平成 27 年以降に地籍調査の結果を

基に土地の整理を行い、本計画期間の後半となる平成32年以降の見直し時に再検討を行う。 

比較的平坦な県営住宅敷地部分を建替用地とする 

比較的平坦な県営住宅敷地部分を建替用地とする 

住棟の奥行を統一することにより、様々な型別供給に対応させる 
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７．長寿命化のための維持管理計画 

７－１ 計画期間内に実施する修繕・改善事業の内容 

（１） 修繕対応 

・標準修繕周期を踏まえて日常からの点検を行い、適切な時期に予防保全的な修繕を行うこと

で、居住性・安全性等の維持・向上を図る。 

 

（２） 個別改善（居住性向上型・長寿命化型） 

・安全性は確保されているが居住性に課題があるため、居住性向上及び福祉対応型の改善を行

う。 

・また長期的な活用を図るべき住棟として、耐久性の向上や、躯体への影響の低減の観点から

予防保全的な改善を行う。 

 

■個別改善事業の内容例（出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針 平成 21 年 3 月国交省） 

 住戸改善 共用部分改善 屋外・外構改善 

居
住
性
向
上
型

・間取りの改修 

・給湯設備の設置 

・電気容量アップ 

・外壁・最上階の天井等の断熱 

・開口部のアルミサッシ化 

・給水方式の変更 

・断熱化対応 

・地上デジタル放送対応 

・雨水貯蓄施設の設置 

・地上デジタル放送対応

・集会所の整備・増改築

・児童遊園の整備 

・排水処理施設の整備 

福
祉
対
応
型 

・住戸内部の段差解消 

・浴室、便所等への手摺の設置 

・浴槽、便器の高齢者対応 

・高齢者対応建具 

・流し台、洗面台更新 

・グループホームへの改良 

・廊下、階段の手摺設置 

・中層 EV の設置・機能向

上 

・段差の解消 

・視覚障害者誘導用ブロッ

ク等の設置 

・屋外階段の手摺の設置

・屋外通路等の幅員確保

・スロープの設置 

・電線の地中化 

安
全
性
対
応
型 

・台所壁の不燃化 

・避難経路の確保 

・住宅用火災警報器等の設置※１ 

・アスベストの除去等 

・ピッキングが困難な構造の玄関

扉のカギ、補助鍵の設置、破壊

が困難なガラスへの取替え、防

犯上有効な箇所への面格子等の

防犯建物部品の設置※３ 

・耐震改修※２ 

・外壁落下防止改修 

・バルコニーの手摺のアル

ミ化 

・防火区画 

・避難設備の設置 

・アスベストの除去等 

・EV の防犯カメラ設置※３

・地震時管制運転装置等の

設置 

・屋外消火栓設置 

・避難経路となる屋外通

路等の整備 

・屋外通路等の照明設備

の照度確保 

・ガス管の耐震性・耐食

性向上 

・防犯上有効な堀、柵、

垣、植栽の設置※３ 

長
寿
命
化
型

・浴室の防水性向上に資する工事

・内壁の断熱性の向上・耐久性の

向上に資する工事 

・配管の耐久性向上に資する工事

・躯体・屋上・外壁・配管

の耐久性向上 

・避難施設の耐久性向上 

・配管の耐久性、耐食性

向上に資する工事 

※１：公営住宅への住宅用防災警報機等の設置については「住宅用防災警報機及び住宅用防災放置設備の設置につい

て（通知）（平成 17 年 9 月 16 日国住備第 50 号）」を参照。 

※２：公営住宅の耐震改修については、「公営住宅等の耐震化の推進について（平成 18 年 4 月 28 日国住備第 31 号）」

を参照。 

※３：公営住宅の防犯性向上については、「共同住宅に係る防犯上の留意事項及び防犯に配慮した共同住宅に係る設計

指針について（平成 13 年 3 月 23 日国住備第 110 号）」を参照。
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７－２ 住棟単位の修繕・改善事業等一覧 

（１） 修繕・改善に係る事業予定一覧〈住棟部分〉【様式１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千円／戸） （千円／戸）

計画前モデル 計画後モデル LCC改善効果

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

上戸田 1 12
RC造
壁式

S48 H27
浴室・
給湯改修[居]

屋上防水・
外壁改修[長]

住警報[安] 室内手摺[福] 369 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

上戸田 2 18
RC造
壁式

S48 H27
浴室・
給湯改修[居]

屋上防水・
外壁改修[長]

住警報[安] 室内手摺[福] 554 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

野村 - 18
RC造
壁式

S54 H27
屋上防水[長] 浴室・

給湯改修[居]
住警報[安] 室内手摺[福] 640 － 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 500 0 20,000 530 106 2,488 36

大野
（八日）

1 12
RC造
壁式

S57 H27 浴室改修[居] 住警報[安] 室内手摺[福] 給湯改修[居] － － － － － － － － － － － － － － － －

大野
（八日）

2 12
RC造
壁式

S57 H27 浴室改修[居] 住警報[安] 室内手摺[福] 給湯改修[居] － － － － － － － － － － － － － － － －

上野 - 18
RC造
壁式

S58 H27

浴室・
給湯改修[居]
室内手摺[福]
住警報[安]

－ － － － － － － － － － － － － － － －

殿ヶ丘 - 18
RC造
壁式

S60 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
住警報[安]

浴室・
給湯改修[居]
室内手摺[福]

554 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

A 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H3 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

B 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H3 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

C 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H3 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

D 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H4 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

E 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H4 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

F 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H5 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

G 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H5 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

大野
（西林寺）

H 6
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H5 H27
屋上防水・
外壁改修[長]
室内手摺[福]

住警報[安] 185 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

下戸田 A 40
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H7 H27 外壁改修[長] 住警報[安]
室内手摺[福]
ＥＶ取替[安]

1,326 1,000 － 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,000 0 20,000 537 99 2,320 33

下戸田 B 40
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H11 H27 住警報[安] 室内手摺[福]
外壁改修[長]
ＥＶ取替[安]

1,326 1,000 － 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,000 0 20,000 537 99 2,320 33

黒田北 - 20
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H11 H27 住警報[安]
屋上防水・
外壁改修[長]
ＥＶ取替[安]

615 1,000 500 50 11,796 20,000 636 70 16,572 1,500 0 20,000 544 92 2,153 31

黒田 - 32
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H14 H27 住警報[安] ＥＶ取替[安] － － － － － － － － － － － － － － － －

日野ヶ丘
Ａ棟

A-1 30
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H18 H27 住警報[安] ＥＶ取替[安] － － － － － － － － － － － － － － － －

日野ヶ丘
Ａ棟

A-2 23
RC造
ﾗｰﾒﾝ

H18 H27 住警報[安] ＥＶ取替[安] － － － － － － － － － － － － － － － －

向ヶ丘 - 18
RC造
壁式

S38 H27 住警報[安] －
修繕対応

(用廃

候補)
－ － － － － － － － － － － － － － －

前坂南山 1 5 簡耐 S56 H27 － － － － － － － － － － － － － － － －
前坂南山 2 6 簡耐 S56 H27 － － － － － － － － － － － － － － － －
前坂南山 3 4 簡耐 S56 H27 － － － － － － － － － － － － － － － －

（千円／戸） （千円／戸） （千円／戸） （千円／戸）

計画前モデル 計画後モデル LCC改善効果

黒田（公
営の一部）

- 4
RC造
壁式

H14 H27 （ＥＶ取替） －
修繕
対応

－ － － － － － － － － － － － － － －

凡例：[居]居住性向上型、[福]福祉対応型、[安]安全性対応型、[長]長寿命化型

長寿命化型改善
の項目別費用

⑨LCC
（計画後）

⑩
年平均
改善額

⑪
累積

改善額

（70年・現

在価値化）

⑫年平均
改善額
（現在

価値化）

修繕対応

(用廃

候補)

住宅の区分： 特定公共賃貸住宅

⑤
使用
年数

⑥
累積

修繕費

⑦今後10年

間の長寿命

化型改善工

事費

⑦今後11年

目以降に想

定している

長寿命化型

改善工事費

⑧
建替

工事費

屋上
防水

①
使用
年数

②
累積

修繕費

③
建替

工事費

④
LCC

（計画前）

修繕・改善事業の内容
LCC

縮減

効果

(千円/

棟･年)

備考
外壁
改修

住宅の区分： 公営住宅

長寿命化型改善
の項目別費用

団地名

住
棟
番
号

戸
数

構造
建設
年度

次期
定期
点検
時期
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（２） 建替に係る事業予定一覧【様式２】 

住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（みなし公営含む）

旭ヶ丘 － 142
木造・

簡易耐火造
S30～38 H27 H33～35

日野ヶ丘 － 228 簡易耐火造 S39～48 H27 H36～38

備考団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期定期
点検時期

建替予定
年度

 

 

 

（３） 共同施設部分に係る事業予定一覧【様式３】 

住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共

供給）

改良

住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

なし

備考
修繕・改善事業の内容

団地名
共同

施設名
建設
年度

次期定期
点検時期
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８．長寿命化のための維持管理による効果 

（１） 予防保全的な維持管理等の実施による効果 

・従来の対症療法型の維持管理ではなく、定期的な点検を実施して市営住宅等の状況を把握した上

で、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性の向上等を図る改善を実施する。また、市営住宅

の長寿命化を図り、コストの縮減に努める。 

・定期点検により現状を把握しながら適切な修繕及び改善を実施することで、市営住宅の安全の確

保を図る。 

 

 

（２） 事業の実施によるライフサイクルコストの改善効果 

・長寿命化型改善事業、全面的改善事業を実施する住宅を対象として、ライフサイクルコスト（Ｌ

ＣＣ）の改善効果を設定する。 

・長寿命化型改善事業を行う団地として、上戸田（１・２号棟）、野村、殿ヶ丘、大野（西林寺、

１～８号棟）、下戸田（Ａ・Ｂ棟）、黒田北の各団地を位置づける。 

・それらの団地の改善事業による効果は、使用年数を 50 年のところを 70 年に改善されるものと見

込んだ。 

・以上の算定結果は、ＬＣＣ改善効果が０以上となっており、整備による改善効果が期待されるも

のである。 

・ただし、本計画においては、事業年度や事業費は概略としているため、施工年度ごとにその効果

については再確認する必要がある。 
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■西脇市営住宅（中・高層耐火）の耐用年数、修繕履歴および改善事業予定（参考）

0 10 20 30 40

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67

西暦 70年 35年 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 ０１ 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55

ポンプ設 屋上 住警報

1963 － 18 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2033 1998 △ ● ＊ ★ 用途廃止候補

計 18

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 浴室・給湯 屋上・外壁 手摺

1973 １号棟 15 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ ◆ ●◎ ＊ ◇

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 浴室・給湯 屋上・外壁 手摺

1973 ２号棟 15 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ ◆ ●◎ ＊ ◇

計 30

屋上 外壁、住警報 屋上 浴室・給湯 住 手摺

1979 － 18 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2049 2014 ● ★ ◎＊ ● ◆ ＊ ◇

計 18

外壁 ポンプ替屋上 外壁 住警報 浴室改修 手摺 住警報取替給湯改修

1982 １号棟 12 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ ◆ ◇ ＊ ◆

外壁 ポンプ替 屋上 外壁 住警報 浴室改修 手摺 住警報取替給湯改修

1982 ２号棟 12 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ ◆ ◇ ＊ ◆

計 24

屋上、住警報 外壁 浴室・給湯・手摺・住警報

1983 － 18 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2053 2018 ●＊ ◎ ◆◇＊

計 18

住警報 屋上・外壁・住警報 浴室・給湯・手摺

1985 － 18 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2055 2020 ＊ ●◎＊ ◆◇

計 18

住警報 屋上・外壁・手摺 住警報取替　

1991 A棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2061 2026 ＊ ◎◇ ＊

住警報 屋上・外壁・手摺 住警報取替　

1991 B棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2061 2026 ＊ ◎◇ ＊

住警報 屋上・外壁・手摺 住警報取替　

1991 C棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2061 2026 ＊ ◎◇ ＊

住警報 屋上・外壁・手摺 住警報取替　

1992 D棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2062 2027 ＊ ◎◇ ＊

住警報 屋上・外壁・手摺 住警報取替　

1992 E棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2062 2027 ＊ ◎◇ ＊

住警報 屋上・外壁・手摺　住警報取替　

1993 F棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2063 2028 ＊ ◎◇ ＊

住警報 屋上・外壁・手摺　住警報取替　

1993 G棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2063 2028 ＊ ◎◇ ＊

住警報 屋上・外壁・手摺　住警報取替　

1993 H棟 6 中耐・３階 階段室型 なし ○ 2063 2028 ＊ ◎◇ ＊

計 48

住警報 外壁 住 手摺・EV取替

1995 A棟 40 中耐・４階 廊下型 ◯ ○ 2065 2030 ＊ ◎ ＊ ◇E

住警報（竣工時より設置） 住警報取替 手摺 外壁・EV取替

1999 B棟 40 高耐・６階 廊下型 ◯ ○ 2069 2034 ＊ ☆ ＊ ◇ ◎E

計 80

住警報 住警報取替　屋上・外壁・EV取替

1999 － 20 中耐・４階 廊下型 ◯ ○ 2069 2034 ＊ ＊ ●◎E

計 20

住警報（竣工時より設置） 住警報取替 EV取替

2002 － 36 高耐・６階 廊下型 ◯ ○ 2072 2037 ＊ ☆ ＊ E

計 36

住警報（竣工時より設置） 住警報取替 EV取替

2006 - 30 中耐・３階 廊下型 ◯ ○ 2076 2041 ＊ ＊ E

住警報（竣工時より設置） 住警報取替 EV取替

2006 - 23 中耐・４階 廊下型 ◯ ○ 2076 2041 ＊ ＊ E

計 53

363

※１：　特公賃４戸含む

凡　　　　例 建設年度 △ 給水ポンプ設置・取替済 ＊ 住宅用火災警報器設置 ● 屋上防水予定 E エレベーター取替予定

耐用年限70年 ▼ 高架水槽撤去済 ★ 耐震診断 ◎ 外壁改修（吹替工事）予定 ＊ 住宅用火災警報機取替予定

耐用年限1/2経過（35年） ● 屋上防水済 ☆ 特建調査 ◆ 浴室改修・3点給湯予定

耐用年限1/2経過後期間 ◎ 外壁改修（吹替工事）済 ◇ 住戸内手摺設置予定

黒田※1

日野ヶ丘

A棟

前 期

中・高層耐火造住宅　総計

住棟

タイプ

ＥＶ

設置

下戸田

（A･B棟）

黒田北

管理

戸数
構造

長寿命化計画期間
（H27～H36）

大野

（西林寺）

殿ヶ丘

野村

大野

（八日）

上野

耐震
耐用年限

向ヶ丘

上戸田

住宅名
竣工年

号棟

後 期上段：和暦 下段：西暦

現在年度
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■ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出について（参考） 

【算出の考え方】 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく長寿命化改善事業を実施する場合、実施しない場合、それぞれの

場合について建設時点から次回の建替までに要するコストを算出し、住棟単位で年当たりのコスト

比較を行う。 

・本算出においては、戸当たりコストを基に当該住棟の住戸按分を積算して、住棟当たりのコストを

算出する。 

・なお、建設後一定年数が経過した実際の住棟に当てはめてコストを比較することが望ましいが、過

去の累積修繕費を算出することは困難と考えられる。また、予防保全的な維持管理・改善を行った

場合の効果を見る上でも、本算出では現時点で当該住棟を建設した場合を想定し、今後、長寿命化

改善を実施する場合と実施しない場合の比較を行う簡略化したモデルとしている。 

【算出の手順】 

・以下の手順に示された①から⑫までの項目は、国土交通省住宅局住宅総合整備課の公営住宅等長寿

命化計画策定指針によるプログラムの項目に対応している。 

＜計画前モデル＞ 

①使用年数 

・鉄筋コンクリート造については、耐用年限は 70 年となっているが、鉄筋コンクリート造の減価償

却資産の耐用年数等を踏まえ、50 年と設定する。 

②累積修繕費 

・修繕費＝建替工事費×修繕費乗率 

・上記の修繕費算出式、及び【設定条件】における修繕項目・修繕費乗率・修繕周期に基づいて、建

設時点から上記①「使用年数」経過時点までの修繕費を累積した費用とする。 

③建替工事費 

・中層耐火 5 階建ての工事費を公営住宅等に係る主体附帯工事費に基礎工事、外構工事費等を加え

2,000 万円/戸と想定する。 

④計画前ＬＣＣ 

・計画前ＬＣＣ＝（③建替工事費＋②累積修繕費）÷①使用年数   （単位：円／戸・年） 
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＜計画後モデル＞ 

⑤使用年数 

・鉄筋コンクリート造については、公営住宅法施行令による耐用年限の 70 年として設定する。 
⑥累積修繕費 

・修繕費＝建替工事費×修繕費乗率 

・上記の修繕費算出式、及び【設定条件】における修繕項目・修繕費乗率・修繕周期に基づいて、建

設時点から上記⑤「使用年数」経過時点までの修繕費を累積した費用とする。 
⑦長寿命化型改善工事費 

・累計修繕費算出に用いる修繕費乗率の 25％割増しの工事費を見込んでいる。 

・当該改善を複数回行う場合はそれらの合計費用とする。 

⑧建替工事費 

・構造毎に想定した戸当たり建設費とする。③と同額。 

⑨計画後ＬＣＣ 

・計画後ＬＣＣ＝（⑧建替工事費＋⑦長寿命化型改善工事費+⑥累積修繕費）÷⑤使用年数 
   （単位：円／戸・年） 

＜ＬＣＣ改善効果＞ 

⑩年平均改善額 

・上記④、⑨より、年平均改善額＝⑨計画前ＬＣＣ－④計画後ＬＣＣ 

⑪累積改善額 

・上記⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引率４％／年により現在価値化し、上記⑤使

用年数期間の累積改善額を算出する。 

・現在価値化のための算出式は次のとおり。 
   築後経過年数ａ年における年平均改善額ｂの現在価値＝ｂ×ｃ 

ａ：築後経過年数 
ｂ：上記⑩年平均改善額 
ｃ：現在価値化係数  ｃ＝１÷（１+ｄ）

a 
  

ｄ：社会的割引率（0.04（４％）） 
⑫年平均改善額（現在価値化） 

・上記⑤⑪より、年平均改善額（現在価値化）＝⑪累積改善額÷⑤使用年数（単位：円／戸・年） 

・以上より求めた戸当たり年平均改善額（現在価値化）を、当該住棟の住戸数分を積算して、住棟当

たりの年平均改善額を算出する。年平均改善額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効果があると判断で

きる。 

【設定条件】 

■修繕費
修繕項目 小修繕 EV保守 量水器 給水ポンプ 給湯器 外壁 屋上防水 排水ポンプ 共聴アンテナ 給水管 流し台 排水管洗浄

修繕費乗率 0.278% 0.177% 0.232% 0.046% 1.296% 4.882% 2.472% 0.074% 0.037% 2.778% 1.296% 0.093%
修繕周期 1年 1年 8年 10年 13年 15年 15年 15年 15年 20年 20年 20年
※上表の計画修繕項目は全て長寿命化型改善に該当しない（従前の仕様と比して性能が向上しない）と設定している

■現在価値化係数：　4%/年  
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【算出結果】 

①上戸田団地１号棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②上戸田団地２号棟 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
上戸田 １号棟
長寿命化型改善項目 費用

 外壁改修 1,000,000 円
屋上防水 500,000 円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年
② 累積修繕費 11,796,440 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 20,000,000 円
④ LCC（計画前） 635,929 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年
⑥ 累積修繕費 16,571,980 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 1,500,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 20,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 543,885 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 92,043 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

2,153,310 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引
率4%により現在価値化し、70年の累積改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

30,762 円/年・戸

12戸/棟 369 千円/年・棟

■住棟諸元
上戸田 ２号棟
長寿命化型改善項目 費用

 外壁改修 1,000,000 円
屋上防水 500,000 円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年
② 累積修繕費 11,796,440 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 20,000,000 円
④ LCC（計画前） 635,929 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年
⑥ 累積修繕費 16,571,980 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 1,500,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 20,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 543,885 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 92,043 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

2,153,310 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引
率4%により現在価値化し、70年の累積改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

30,762 円/年・戸

18戸/棟 554 千円/年・棟
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③野村団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④殿ヶ丘団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
野村
長寿命化型改善項目 費用
屋上防水 500,000 円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年
② 累積修繕費 11,796,440 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 20,000,000 円
④ LCC（計画前） 635,929 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年
⑥ 累積修繕費 16,571,980 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 500,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 20,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 529,600 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 106,329 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

2,487,517 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引
率4%により現在価値化し、70年の累積改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

35,536 円/年・戸

18戸/棟 640 千円/年・棟

■住棟諸元
殿ヶ丘
長寿命化型改善項目 費用

 外壁改修 1,000,000 円
屋上防水 500,000 円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年
② 累積修繕費 11,796,440 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 20,000,000 円
④ LCC（計画前） 635,929 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年
⑥ 累積修繕費 16,571,980 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 1,500,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 20,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 543,885 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 92,043 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

2,153,310 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引
率4%により現在価値化し、70年の累積改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

30,762 円/年・戸

18戸/棟 554 千円/年・棟
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⑤大野（西林寺）団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥下戸田団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
 大野（西林寺） １～８号棟

長寿命化型改善項目 費用
 外壁改修 1,000,000 円

屋上防水 500,000 円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年
② 累積修繕費 11,796,440 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 20,000,000 円
④ LCC（計画前） 635,929 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年
⑥ 累積修繕費 16,571,980 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 1,500,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 20,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 543,885 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 92,043 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

2,153,310 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引
率4%により現在価値化し、70年の累積改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

30,762 円/年・戸

6戸/棟 185 千円/年・棟

■住棟諸元
下戸田 Ａ・Ｂ棟
長寿命化型改善項目 費用

 外壁改修 1,000,000 円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年
② 累積修繕費 11,796,440 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 20,000,000 円
④ LCC（計画前） 635,929 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年
⑥ 累積修繕費 16,571,980 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 1,000,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 20,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 536,743 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 99,186 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

2,320,414 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引
率4%により現在価値化し、70年の累積改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

33,149 円/年・戸

40戸/棟 1,326 千円/年・棟
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⑦黒田北団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟諸元
黒田北
長寿命化型改善項目 費用

 外壁改修 1,000,000 円
屋上防水 500,000 円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年
② 累積修繕費 11,796,440 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 20,000,000 円
④ LCC（計画前） 635,929 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年
⑥ 累積修繕費 16,571,980 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 1,500,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 20,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 543,885 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 92,043 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

2,153,310 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引
率4%により現在価値化し、70年の累積改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

30,762 円/年・戸

20戸/棟 615 千円/年・棟
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９．計画の実現に向けて 
① 事業推進のための居住者との合意形成 

・今後建替事業を推進するにあたっては、入居者と十分な合意形成を図り、居住者への負担

を抑制するような移転計画により進める必要がある。 

・また、長寿命化型改善事業の実施にあたっては、住棟の入居者の居住環境を確保しながら

工事を行うこととなるため、入居者への事前説明を入念に行うとともに、管理上及び安全

上の対応が必要である。 

 

② まちづくりとの連携 

・建替事業及び個別改善事業を実施するにあたっては、入居者の協力や地元等との調整が

必要となる事項が多くある。 

・このため、これまでと同様に、各地区のまちづくり協議会等との連携により近隣の要望やニ

ーズの把握を行い、事業実施へ向けての合意形成及び地元等との調整を図ることとする。 

 

③ 多様な住宅の供給に向けての取組み 

・入居者の高齢化が進んでいるため、個別改善事業において住戸内の高齢者対応等現入居者の

ニーズにあわせた整備を進めるとともに、若年層の取り込みを図るため、若年層が住みやす

い住戸整備や環境づくりにも配慮する。 

・ただし、エレベーター未設置の中層耐火造の団地については、いずれも戸数が 20 戸未満で

ありエレベーター設置による費用対効果が見込めないこと、また階段室型であるため一般的

な設置手法である踊り場着床では半階分の昇降が必要となり、上下移動の負担が残ることな

どから、設置は見送ることとしている。そこで、これらの団地入居者のうち、階段昇降が負

担となっている高齢入居者については、１階への住み替えを可能とするなどの対応策を検討

する。 

・本市においては、単身や２人世帯といった小規模世帯の増加傾向が見られ、特に市営住宅入

居世帯では、この傾向が顕著である。このため、平成 26 年度より導入した型別・優先入居

制度の活用を進めるとともに、世帯規模に合った住宅への住み替え支援等の実施を検討する。 

・今後市営住宅を建替える場合は、多様化するニーズに合わせて、型別供給を実施する。 

 

④ 他の事業主体との連携 

・今後 10 年間に発生すると推計される要支援世帯数に対しては、公営住宅等による対応が可

能であるが、重層的な住宅セーフティネットの必要性を鑑み、民間住宅活用型住宅セーフテ

ィネット整備推進事業の活用等により、民間市場におけるセーフティネット機能の強化を図

る。 

 

⑤ 適切なコミュニティバランスの確保に向けての取組み 

・市営住宅におけるコミュニティバランスを維持するため、若年世帯や子育て世帯等の優先募

集について必要に応じて検討する。 
・セーフティネットの中核として、真に困窮する世帯の入居機会を確保するため、収入超過者

への明渡し等の指導強化に努めるなど、市営住宅管理の公平化・適正化を図る。 
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⑥ 財政負担を考慮した事業スケジュール 

・改善及び建替事業の実施にあたっては、市営住宅使用料等との収支バランスを考慮し、財政

的に負担の生じないような事業スケジュールとなるよう、適宜計画の見直しを行う。 
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■参考１ 西脇市営住宅に関するアンケート調査 
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世帯
人数

誘導居住面積水準 
最低居住
面積水準一般型 

都市 
居住型 

1 人 55.0 ㎡ 40.0 ㎡ 25.0 ㎡ 

2 人 75.0 ㎡ 55.0 ㎡ 30.0 ㎡ 

3 人 100.0 ㎡ 75.0 ㎡ 40.0 ㎡ 

4 人 125.0 ㎡ 95.0 ㎡ 50.0 ㎡ 

5 人 142.5 ㎡ 109.3 ㎡ 57.0 ㎡ 

6 人 166.3 ㎡ 128.3 ㎡ 66.5 ㎡ 

・3 歳未満の者は 0.25 人、3 歳以上の 6 歳未満の者は 0.5

人、6 歳以上 10 歳未満の者は 0.75 人として算定する。

ただし、これらにより算定された世帯人数が 2人に満た

ない場合は 2人とする。 

・次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住

を前提とした面積が確保されている場合 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用

のミニキッチン、水洗便所及び洗面所が確保され、上記

の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じ

た面積が個室部分で確保されている場合 

(出典)国土交通省の住生活基本計画 

■参考２ 用語の説明 

 

 (か行) 

居住水準・居住面積水準 

国民が安定したゆとりある住生活を営むことが

できるよう、国土交通省が、住宅建設五箇年計画

において、家族構成に応じた住戸の規模・性能・

設備に関して設定した目標水準。平成 18 年に住生

活基本法が制定され、従来の居住水準から居住面

積水準という新たな水準が定められている（右表

水準）。 

最低居住面積水準は、健康で文化的な住生活を

営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する

水準であり、誘導居住面積水準は、豊かな住生活

の実現の前提として多様なライフスタイルに対応

するために必要と考えられる住宅の面積に関する

水準である（誘導居住面積水準には、都市の郊外

及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住

を想定した「一般型」と、都市の中心及びその周

辺における共同住宅居住を想定した「都市居住型」

がある）。 
 

公営住宅 

昭和 26 年に制定公布された公営住宅法に基づき、住宅に困窮する人々に低廉な家賃で賃貸するため、

国の補助を受けて都道府県または市町村が建設し、管理する住宅。市町村営住宅、都道府県営住宅の

こと。家賃は応能応益により定められ、高齢者等への優遇措置も設けられている。 

高度利用 

中高層建築物又は容積率（建築敷地面積に対する延べ床面積に対する割合）の高い建築物を建築す

ることにより、土地をより高度に利用すること。 

 

(さ行) 

３箇所給湯 

台所、浴室、洗面所の３箇所への給湯を、1 台のガス給湯器等でまかなうシステム。 

住宅・土地統計調査 

 住宅及び世帯の居住状況の実態を把握し、その現状と推移を明らかにすることを目的として、総務

省が 5 年毎に実施する調査。結果が公表されている直近の調査は平成 20 年。平成 5 年までは「住宅統

計調査」という名称で実施されてきた。 

住生活基本計画 

｢住生活基本法」に基づき、住宅施策全般の目指すべき基本的な方向性を定める計画で、国が定める

全国計画と、全国計画に即して県が定める県計画がある。 
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住宅ストック 

ストックとは、ある一時点における貯蔵量のことで、フローの反対の概念。住宅ストックとは、現

存する住宅（数）のこと。 

住宅セーフティネット 

セーフティネットとは「安全網」の意。行政などが手だてする最低限の生活を保障する安全策。住

宅セーフティネットとは、市場機能のみでは住宅を確保できない人びとに対し、柔軟かつ公平に賃貸

住宅や住宅資金を提供するための仕組みや制度をいう。 

収入分位 

全国の 2 人以上世帯を、最新の家計調査（総務省実施）などに基づいて年収の低い世帯から高い世

帯へ順に並べたときに、それぞれの世帯が、年収の低い方から何％の範囲に位置しているかを百分率

で示した数値。例えば「収入分位 25％」という場合には、収入の低い方から 4 分の 1 番目に該当する

収入をいう。 

新耐震基準 

昭和 56 年 6 月の建築基準法改正で規定された、地震に対する建築物の安全性に関する現行の基準。 

 

 (た行) 

耐用年限 

公営住宅の構造に応じて「公営住宅法施行令」で定められた処分できる建築後の経過年数。 

 

 

 

 

 

 

 

(は行) 

バリアフリー 

障がい者や高齢者などが生活するうえで障壁（バリア）となる部分を取り除くこと。建築設計にお

いては、段差や仕切りをなくすなど高齢者や障がい者に配慮をすること。 
 

(ら行) 

ライフサイクルコスト（LCC） 

建物を企画・設計・建築し、維持管理を行い、最後に解体・廃棄するまでの全期間に要する費用。 
 

【構造別の耐用年限】 

・木造 
・簡耐１階建て 
・簡耐２階建て ：45 年 
・耐火造    ：70 年 

：30 年 



 

 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

西脇市営住宅長寿命化計画 

平成２７年３月 策定 

委託者：西脇市建設経済部都市住宅課 

受託者：（株）都市・計画・設計研究所 

 


